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１．調査の概要 

（１）調査の目的 

玉名市における男女共同参画社会の実現に向けて、「第４次玉名市男女共同参画計画」

の策定にあたっての基礎資料として活用するために民間事業所を対象に男女共同参画に

関する意識調査を実施した。 

（２）調査項目 

① 事業所の属性 

② 女性の活躍推進のための取り組みについて 

③ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について 

④ ハラスメント防止の取り組み状況について 

（３）調査対象 

玉名市における従業員 10名以上の事業所 

（４）調査方法 

郵送配布、郵送回収 

（５）実施期間 

令和３年９月 27日～10月 27日 

（６）配布数及び回収状況 

配布数 250件 回収数 126件 （回収率 50.4％） 

（７）調査実施機関 

グローバル・ライフ・サポート株式会社 

（８）監修 

藤井 美保（熊本大学 教育学研究科 教育学講座） 

（９）集計分析上の注意事項  

① 集計は少数第二位以下を四捨五入しているため、回答比率の合計は必ずしも 100％

にならない場合がある。 

② 回答が複数になる場合、その回答比率の合計は原則として 100％を超える。 

③ 数表、図表に示すＮは、比率算出上の基数（標本数）である。 

④ 文中の選択肢は、「  」とした。 

⑤ 今回の調査は、次の資料と比較分析を行っている。 

   「玉名市男女共同参画に関する事業所実態調査」 平成 29年３月 

    報告書では、「前回調査」として標記している。 
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２．調査結果の評価・分析 

 

はじめに 

本調査は、玉名市における従業員 10名以上の事業所を対象に、企業や事業所の従業員の人事管

理、ワーク・ライフ・バランス、育児・介護休業、セクシュアルハラスメント、再雇用等に対する

意識と実態を把握することにより、就業環境の整備や職場における男女共同参画推進に関する今

後の施策展開に資することを目的として実施したものである。 

 

１．調査回答者の特徴 

調査票を回収した事業所の内訳をみると、業種では、「医療・福祉」で 19.0％を占め、以下「建

設業」（17.5％）、「製造業」（12.7％）、「サービス業」（10.3％）、「卸売業・小売業」（9.5％）、「運

輸業・郵便業」（8.7％）、「生活関連サービス業・娯楽業」（5.6％）となっており、他の業種は５％

未満であった。従業員数は、「10人以上 30人未満」が 84件、66.7％と全体の約７割で最も高く、

次に「30人以上 50人未満」が 23件、18.3％で、これらを合計した 50人未満の従業員規模の事業

所は 85.0％にのぼった。 

従業員構成でみると、正社員に占める女性の割合は、男性に比べ、事業所の規模が小さいほど

高い傾向にある。また、非正規従業員数については、女性の非正規従業員がいる事業所数は、男

性の非正規従業員がいる事業所数よりも多い。 

従業員の平均年齢は、男女ともに「40歳代」の事業所が最も多いが、「20歳代」「30歳代」では

女性の方が多く、「50歳代」は男性の方が多くなっている。平均勤続年数は、男女ともに「５年以

上 10年未満」の事業所が最も多いが、「５年未満」の事業所では女性の方が多く、「15年以上」で

は男性の方が多くなっている。 

男性に比べ女性の方が不安定な非正規雇用が多く、正規で就職した女性も出産や育児との関係

から離職することが多いなどの課題があると考えられる。女性活躍の推進の視点から女性の就業

継続とともに仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の確立が必要である。 

 

２．女性の活躍推進のための取り組みについて 

 管理職の男女比率は７：３で、女性の方が少ない割合となっている。女性の管理職が 10％未満

の事業所に、女性の管理職が少ない理由をたずねたところ、「女性従業員がいなかった、または少

なかった」が 54.2％で最も高く、次いで「女性自身が管理職になることを希望しないため」が

45.8％となっており、女性従業員への配慮をあげた理由が他の理由よりひときわ高かった。 

 ポジティブ・アクションの取り組み状況については、「取り組んでいない」が 55.6％で半数の事

業所が取り組めていない。「取り組んでいる」割合を業種別にみると、「不動産業・物品賃貸業」

（100.0％）、「宿泊業・飲食サービス業」（60.0％）で高く、その他の業種では４割を下回った。 

 ポジティブ・アクションに「取り組んでいる」「今後取り組む予定」と回答した事業所に、取り

組みの内容について８つの項目についてたずねたところ、「性別に関係なく能力発揮のための教育
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訓練や研修を実施する」と「仕事と家庭の両立のための支援制度を整備する」に「取り組んでい

る」または「今後取り組む予定」であると回答した割合が特に高く、女性の職業生活における活

躍やワーク・ライフ・バランスの推進に対する意識が高まっている。また前回調査と比べると、

「その他」を除くすべての項目で「取り組んでいる」と回答した割合が高くなっている。特に、

「性別による役割分担意識に基づく慣行（女性がお茶くみや掃除を行う等）の見直しなど、職場

環境・風土を改善する」は 31.6ポイント増と高くなっており、雇用の場における性別による固定

的な役割分担意識や、それに基づく男女の不平等の取り扱いを解消する意識が強くなっているこ

とがうかがえる。 

 ポジティブ・アクションの取り組みの効果については、「女性従業員の責任感が向上した」が約

６割と最も高くなっている。また「女性従業員のチャレンジ意欲が向上した」「職場の雰囲気がよ

くなった」「女性従業員が積極的に意見を述べるようになった」が５割前後となっており、間接的

な事業所への効果を感じている割合が高い。前回調査と比べると、全ての項目において取り組み

の効果を感じている割合が高くなっており、「女性従業員の活躍が会社の利益に貢献した」「顧客

ニーズに的確に対応できるようになった」など、直接的な事業所への効果も感じていることがう

かがえる。 

 ポジティブ・アクションに「取り組んでいない」と回答した事業所に、取り組んでいない理由

をたずねたところ、「既に十分女性が能力発揮し、活躍しているため」が５割近くを占めている。

ポジティブ・アクションの取り組みは徐々に進んでいるものの、現状では男女の置かれた社会的

状況には、個人の能力によらない格差があることは否めないため、さらなる取り組みの推進が求

められる。 

 女性活躍推進法改正の認知度は、「知らない」の割合が６割と高く、女性活躍のインセンティブ

が浸透していないといえる。 

 

３．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について 

 仕事は、暮らしを支え、生きがいや自己実現などにつながるものであるが、同時に、育児や介

護などの生活も暮らしに欠かすことできないものであるため、仕事と育児・介護の両立を目指す

必要がある。 

 従業員の有給休暇取得率についてたずねたところ、「50％以上」が約７割であるが、令和元年４

月から、労働基準法の改正により有給休暇の確実な取得が義務付けられていることから、さらな

る取得促進が求められる。 

 育児休業制度の規定有無についてたずねたところ、８割が「ある」と回答している。従業員規

模別にみると、規模が大きくなるほど「ある」は増えている。しかし、育児休業の取得状況（令和

２年１月１日から令和２年 12 月 31 日までの状況）についてたずねたところ、女性では９割以上

が育児休業を取得しているが、男性では「０人」が６割となっており、育児の負担が女性に偏っ

ているといえる。育児休業の規定や育児休業法はあるが、特に男性において雇用される立場では

制度を活用しづらいことが考えられる。令和３年６月に育児・介護休業法が改正され、今後、育

児休業を取得しやすい雇用環境整備や育児休業の取得の状況の公表などの義務付けが段階的に施
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行される。「使える制度」を整備すると同時に気兼ねなく休業取得ができる労働環境づくりの推進

が必要であろう。 

 育児休業以外の取り組みのうち 10項目について導入の状況をみると、「すでに取り組んでいる」

割合が高いのは、「始業・就業時刻の柔軟な対応」（59.5％）で、次に「柔軟な働き方（パートにな

っても正社員へ戻れる等）への支援」（48.4％）、以下、「再雇用制度」（46.0％）、「復帰への支援」

（38.1％）であった。一方で、「フレックスタイム制」、「事業所内保育施設の設置運営」、「育児に

関する経済的支援（保育料の支援）」、「在宅勤務」、「転勤への配慮」の５つの項目で「今後も取り

組む予定はない」と回答している割合が高くなっており、取り組みの進捗状況はあまりよくない。 

 介護休暇制度の規定有無についてたずねたところ、「ある」が 54.8％、「ない」が 44.4％で、従

業員規模別にみると、規模が大きくなるほど「ある」は増え、100人以上では 100％であった。介

護休業制度の規定有無については、「ある」が 55.6％、「ない」が 42.1％でわずかではあるが「あ

る」と回答した事業所が多かった。 

 介護休業の取得状況をたずねたところ、取得した従業員は男女ともに「０人」が 97.1％であっ

た。育児休業と同じく、雇用される立場では、制度があっても活用しづらいことが考えられる。

男女ともに離職することなく働き続けることができるように、育児・介護休業などを理由とする

不利益な扱いの防止など、仕事と家庭の両立を可能とするための「使える」制度の整備を推進し

ていく必要がある。 

 介護休業以外の取り組みのうち９項目について導入の状況をみると、「すでに取り組んでいる」

割合が高いのは、「始業・就業時刻の柔軟な対応」、「再雇用制度」、「柔軟な働き方（パートになっ

ても正社員へ戻れる等）への支援」であり、育児休業とほぼ同様の状況である。また、「今後も取

り組む予定はない」の割合が高いのは、「フレックスタイム制」、「介護サービスに関する経済的支

援」、「在宅勤務」、「転勤への配慮」の項目で、こちらも育児休業とほぼ同様の状況で、取り組み

の進捗状況はあまりよくない。 

今回調査の事業所で育児・介護休業取得者数が少ないのは、育児・介護休業についての周知が

徹底していないことや事業主が制度を理解していないことなどが考えられる。支援制度の周知を

事業所と雇用される側とに徹底し、仕事と育児・介護のバランスが取れるよう職場環境の整備の

促進が求められる。また、必要な支援を明らかにし、職場への理解を求め、事業主と行政、地域

との協働の体制で、実態に合った育児・介護支援を提供することは少子・高齢社会における重要

な課題である。 

 ワーク・ライフ・バランスという言葉の認知度は、「言葉も内容も知っている」は 38.9％、「言

葉は聞いたことはあるが、内容までは知らない」は 40.5％で、言葉の認知度としては合計で 79.4％

となっている。認知度は少しずつ向上しており、前回調査と比べると、「言葉も内容も知っている」

は 9.7ポイント増で、内容についての理解も進んでいることがうかがえる。 

 ワーク・ライフ・バランスの取り組み状況については、「進んでいる」と「ある程度進んでいる」

を合計した『進んでいる』と回答した割合は 41.2％で、前回調査（27.5％）と比べると、13.7ポ

イント高くなっている。 

 ワーク・ライフ・バランスに取り組んで、どんなメリットがあったかたずねたところ、「優秀な

人材が辞めないですむ」が最も高くなっており、育児期間などで優秀な人材がやめてしまう事例
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が減ることで生産性が上がり、事業所の成長につながると認識していることの要因と考えられる。

また、前回調査と比べると、全ての項目で取り組むメリットを感じている割合が増加している。 

 ワーク・ライフ・バランスに取り組んで取り組んで良かったことについたずねたところ、「休業

制度（育児休業や介護休業等）」が最も高くなっている。前回調査と比べると、「時間外労働の削

減促進」が 13.2ポイント増となっている。 

 一方で、ワーク・ライフ・バランスの取り組みが「あまり進んでいない」、「進んでいない」と回

答した事業所に、進んでいない理由をたずねたところ、６割が「現状で特に問題は生じていない」

と回答している。 

 ワーク・ライフ・バランスを推進するために行政に望むことについてたずねたところ、「育児や

介護に関して利用したサービスに対しての費用助成」が最も高く、前回比 14.2ポイント増となっ

ている。 

 ワーク・ライフ・バランスの進捗状況については『進んでいる』と回答した割合が前回調査よ

りも高くなっているが、育児・介護休業の取り組みの進捗状況はあまりよくない。国が国際社会

の一員として推進しようとしているワーク・ライフ・バランスは男女共同参画の実現した社会で

の働き方でもある。市として、事業主と労働者とに人間らしい働き方という人権の原点にたった

啓発を進め、国や県の制度や取り組みを的確に情報提供していくことが重要である。 

 

４．ハラスメントに対する取り組みについて 

 何らかのハラスメントで問題になったことがあるかたずねたところ、「パワーハラスメント」が

18.3％と最も高かった。ハラスメント防止の取り組みについて「防止策や対応等の何らかの取り

組みを行っている」が 35.7％で最も高い。一方で、「必要性を感じていない」も 27.0％に上り、

「必要性は感じているが、取り組みは行っていない」（16.7％）と合わせると４割が取り組みを行

っていない。取り組みの中で最も多いのは、「就業規則等で禁止を明文化している」（66.7％）、次

に「相談・苦情等に対処するための相談窓口（担当）を設けている」（62.2％）で６割を超えてい

る。ハラスメント防止の取り組みを行っていない事業所に理由をたずねたところ、「ハラスメント

や問題が発生していないため」と回答した割合が４割で最も高かった。 

 ハラスメントの対応で難しいことについて、「どこまでがハラスメントに該当するか、判断が難

しい」と回答している割合が高く、判断基準の難しさを感じている事業所が多いことがうかがえ

る。 

 性的少数者（ＬＧＢＴ等）に配慮した取り組みについては、「特に行っていない」が８割を超え

ていた。事業所内に性的マイノリティ当事者がいないと思っていることも考えられるが、当事者

の多くは職場でカミングアウトしていないため、困難を抱えていても差別や偏見を恐れ相談でき

ずにいるという事情を事業所が理解していない可能性がある。従業員一人ひとりが性的指向・性

自認についての理解を深めたり、自社にあった対応や従業員の希望に応じた対応を工夫するなど、

ジェンダー平等に向けた取り組みを行い、多様な人材が活躍できる職場環境を整えることが重要

である。市としては、ハラスメントの防止に向け、人権ホットラインや職場におけるハラスメン

トに関する相談窓口、ハラスメント防止の講習会など、さまざまな取り組みを推進する必要があ

る。 
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第２編 調査結果 
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１．事業所の属性 

（１）業種 

 

 

 

業種では「医療・福祉」が 19.0％で最も割合が高く、以下、「建設業」（17.5％）、「製造業」

（12.7％）、「サービス業（他に分類されないもの）」（10.3％）、「卸売業・小売業」（9.5％）

と続いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業所の業種】※無回答は除く 

問１ 業種について、次の中から１つ選び○をつけてください。１つの事業所にお

いて複数の経済活動を行っている場合は、主要な活動（例えば利益や売上高の

最も大きいもの）を選んでください。 

1.6

0.0
0.8

17.5

12.7

0.8
0.0

8.7
9.5

0.0
0.8

1.6

4.0

5.6

2.4

19.0

0.8

10.3

0.8

0%

5%

10%

15%

20%

25%

農
業
・
林
業

漁
業

工
業
・
採
石
業
・

砂
利
採
取
業

建
設
業

製
造
業

電
気
・
ガ
ス
・

熱
供
給
・
水
道
業

情
報
通
信
業

運
輸
業
・
郵
便
業

卸
売
業
・
小
売
業

金
融
業
・
保
険
業

不
動
産
業
・
物
品
賃
貸
業

学
術
研
究
・
専
門
・

技
術
サ
ー
ビ
ス
業

宿
泊
業
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業

・
娯
楽
業

教
育
・
学
習
支
援
業

医
療
・
福
祉

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

サ
ー
ビ
ス
業

（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

そ
の
他

N=126件
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（２）従業員の規模 

 

 

従業員数について、「10人以上 30人未満」が 84件で最も多く、以下、「30人以上 50人未

満」が 23件、「50人以上 100人未満」が８件、「100人以上 200人未満」が６件、「200人以

上 300人未満」が１人、「300人以上」が４件となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）従業員構成 

 

 

１）正社員 

正社員について、女性従業員がいる事業所は、「１人以上５人未満」が 57件と最も多く、

次いで「10人以上 50人未満」が 31件、「５人以上 10人未満」が 27件となっている。男

性では、「10人以上 50人未満」が 44件と最も多く、「１人以上５人未満」と「５人以上 10

人未満」がともに 35件と続いている。 

正社員に占める女性の割合は、男性に比べ、事業所の規模が小さいほど高い割合の傾向

がある。 

 

 

【正社員】※無回答は除く 

 

 

問２ 従業員数の規模について、次の中から１つ選び○をつけてください。 

問３ 従業員に関する項目について、各欄に記入してください。 

【従業員の規模】 

 

 84

23

8 6 1 4

0

20

40

60

80

100

1
0
人
以
上

3
0
人
未
満

3
0
人
以
上
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0
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5
0
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以
上

1
0
0
人
未
満

1
0
0
人
以
上

2
0
0
人
未
満

2
0
0
人
以
上

3
0
0
人
未
満

3
0
0
人
以
上

（件）

N=126件

1

35 35
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4
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27
31

3 2 1 0
0

20

40

60

80

0
人

1
人
以
上
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人
未
満
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人
以
上

1
0
人
未
満

1
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以
上

5
0
人
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満

5
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人
以
上

1
0
0
人
未
満

1
0
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以
上

2
0
0
人
未
満

2
0
0
人
以
上

3
0
0
人
未
満

3
0
0
人
以
上

（件）

男性（N=126件）

女性（N=126件）
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２）正社員以外 

正社員以外の非正規従業員数について、女性の非正規従業員がいる事業所の数は、男性

の非正規従業員がいる事業所数よりも多い。 

男女とも「１人以上５人未満」の非正規従業員がいる事業所が最も多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）従業員の平均年齢 

平均年齢について、男女ともに「40歳代」が 45件で最も多く、次いで「50歳代」と続

いている。平均年齢が「20 歳代」「30 歳代」の事業所では、女性の方が多くなっている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【正社員以外】※無回答は除く 

【平均年齢】※無回答は除く 
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未
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４）従業員の平均勤続年数 

平均勤続年数について、男女ともに「５年以上 10 年未満」の事業所が最も多く、次い

で「10年以上 15年未満」となっている。 

「５年未満」の事業所では女性の方が多く、「15年以上」では男性の方が多くなってい

る。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平均勤続年数】※無回答は除く 

17

38

35

27

22

41

36

18

0

20

40

60

5
年
未
満

5
年
以
上

1
0
年
未
満

1
0
年
以
上

1
5
年
未
満

1
5
年
以
上

（件）

男性（N=126件）

女性（N=126件）



 

12 

２.女性の活躍推進のための取り組みについて 

（１）管理職の状況 

 

 

 管理職の人数の割合について、全体では、男性が 71.6％、女性が 28.4％となっている。

またすべての役職において女性に比べ男性の方が高い割合となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問４ 貴事業所の管理職の人数について記入してください。 

（人） （％） （人） （％） （人） （％）

全体 1,270 100.0 909 71.6 361 28.4

会社役員 342 100.0 229 67.0 113 33.0

課長・部長相当 453 100.0 370 81.7 83 18.3

係長（主任）相当 475 100.0 310 65.3 165 34.7

全体 男性 女性

【管理職の男女割合】※無回答は除く 

【管理職の男女割合】※無回答は除く 

71.6 

67.0 

81.7 

65.3 

28.4 

33.0 

18.3 

34.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

会社役員

課長・部長相当

係長（主任）相当

男性 女性
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（２）女性の管理職が少ない理由 

 

 

 

 

女性の管理職者数が少ない理由として、「女性従業員がいなかった、または少なかった」

が 54.2％で最も割合が高い。次いで、「女性自身が管理職になることを希望しないため」

(45.8％)、「その他」(16.7％)と続く。 

前回調査との比較では、「女性従業員がいなかった、または少なかった」、「女性自身が管

理職になることを希望しないため」、「女性は家庭での役割が大きいと考えるため」の割合

が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 問４で女性管理職が 10％未満の事業所におたずねします。 

   女性管理職が少ない（いない）のは、どのような理由からですか。次の中から

該当するもの全てに○をつけてください。 

【女性の管理職が少ない理由】（前回調査比較） 

4.2

54.2

8.3

0.0

45.8

8.3

16.7

7.1

37.5

12.5

1.8

14.3

7.1

19.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

女性の能力開発を行っていなかったため

女性従業員がいなかった、または少なかった

女性は勤務年数が短く、管理職候補になるまでに退職

してしまうため

管理職の仕事は女性に任せることができないため

女性自身が管理職になることを希望しないため

女性は家庭での役割が大きいと考えるため

その他

今回調査

N=24件

平成28年調査

N=56件
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（３）ポジティブ・アクションの取り組み状況 

 

 

 

ポジティブ・アクションの取り組みについて、「取り組んでいない」が 55.6％と最も高く、

半数以上の事業所が取り組んでいない。 

前回調査との比較では、「取り組んでいる」事業所が 2.8ポイント増となっており、「取り

組んでいない」事業所が 1.9ポイント減となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 貴事業所では、「ポジティブ・アクション」に取り組んでいますか。次の中か

ら１つ選び○をつけてください。 

 

【ポジティブアクションの取り組み状況】（前回調査比較） 

（％）

回
答
数

取
り
組
ん
で
い
る

今
後
取
り
組
む
予
定

取
り
組
ん
で
い
な
い

無
回
答

126 27.8 11.1 55.6 5.6

農業・林業 2 0.0 0.0 100.0 0.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 22.7 13.6 59.1 4.5

製造業 16 37.5 6.3 50.0 6.3

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

情報通信業 0 0.0 0.0 0.0 0.0

運輸業・郵便業 11 27.3 18.2 54.5 0.0

卸売業・小売業 12 33.3 8.3 58.3 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 100.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 60.0 0.0 20.0 20.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 14.3 14.3 57.1 14.3

教育・学習支援業 3 33.3 33.3 33.3 0.0

医療・福祉 24 29.2 4.2 54.2 12.5

複合サービス事業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 15.4 23.1 61.5 0.0

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 25.0 10.7 58.3 6.0

30人以上50人未満 23 30.4 17.4 47.8 4.3

50人以上100人未満 8 25.0 0.0 75.0 0.0

100人以上200人未満 6 50.0 0.0 33.3 16.7

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 50.0 25.0 25.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数

【ポジティブアクションの取り組み状況 / 業種別、従業員規模別】 

25.0

27.8

10.0

11.1

57.5

55.6

7.5

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成28年調査

N=120件

今回調査

N=126件

取り組んでいる 今後取り組む予定 取り組んでいない 無回答

「取り組んでいる」割

合を業種別にみると、

「不動産・物品賃貸

業」（100.0％） 

、「宿泊業・飲食サービ

ス業」（60.0％）が高

い。 

【ポジティブアクションの取り組み状況 / 業種別、従業員規模別】 
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（４）ポジティブ・アクションの取り組み内容または今後の予定 

 

 

 

 

 

 

ポジティブ・アクションの取り組み内容または今後の予定について、「その他」を除くす

べての項目で 42.9％が「取り組んでいる」と回答している。特に「性別による役割分担意識

に基づく慣行（女性がお茶くみや掃除を行う等）の見直しなど、職場環境・風土を改善する」

については、67.3％が「取り組んでいる」と取り組みに積極的であるといえる。 

前回調査との比較では、「性別による役割分担意識に基づく慣行（女性がお茶くみや掃除

を行う等）の見直しなど、職場環境・風土を改善する」が 31.6 ポイント増と、前回に比べ

て特に増加している。また、「その他」を除く全ての取り組みにおいて「取り組んでいる」割

合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７ 問６で「１．取り組んでいる」、「２．今後取り組む予定」と回答した方におたず

ねします。 

   ポジティブ・アクション（女性の活躍推進）の取り組み内容または今後の取り組

み予定は、どのようなものですか。次の中から該当するもの全てに○をつけてく

ださい。 
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全体：「取り組んでいる」  42.9％（前回比 +26.2ポイント） 

  ：「今後取り組む予定」 24.5％（前回比 -4.1ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性の登用や人材育成に関する具体的な方針を整備する】（前回調査比較） 

【女性の登用や人材育成に関する具体的な方針を整備する/ 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

取
り
組
ん
で
い
る

今
後
取
り
組
む
予
定

無
回
答

49 42.9 24.5 32.7

農業・林業 0            -            -            -

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -

建設業 8 37.5 37.5 25.0

製造業 7 28.6 28.6 42.9

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 5 20.0 60.0 20.0

卸売業・小売業 5 80.0 0.0 20.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 3 66.7 0.0 33.3

生活関連サービス業 ・娯楽業 2 0.0 50.0 50.0

教育・学習支援業 2 50.0 0.0 50.0

医療・福祉 8 37.5 25.0 37.5

複合サービス事業 1 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 5 60.0 20.0 20.0

その他 0            -            -            -

10人以上30人未満 30 43.3 26.7 30.0

30人以上50人未満 11 54.5 27.3 18.2

50人以上100人未満 2 0.0 50.0 50.0

100人以上200人未満 3 66.7 0.0 33.3

200人以上300人未満 0            -            -            -

300人以上 3 0.0 0.0 100.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数

42.9

16.7

24.5

28.6

32.7

54.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=49件

平成28年調査

N=42件

取り組んでいる 今後取り組む予定 無回答
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全体：「取り組んでいる」  46.9％（前回比 +6.4ポイント） 

  ：「今後取り組む予定」 22.4％（前回比 +1.0ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性の少ない部門や業務に積極的に女性を登用する】（前回調査比較） 

【女性の少ない部門や業務に積極的に女性を登用する/ 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

取
り
組
ん
で
い
る

今
後
取
り
組
む
予
定

無
回
答

49 46.9 22.4 30.6

農業・林業 0            -            -            -

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -

建設業 8 25.0 75.0 0.0

製造業 7 42.9 42.9 14.3

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 5 40.0 20.0 40.0

卸売業・小売業 5 60.0 20.0 20.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 3 66.7 0.0 33.3

生活関連サービス業 ・娯楽業 2 50.0 0.0 50.0

教育・学習支援業 2 50.0 0.0 50.0

医療・福祉 8 50.0 0.0 50.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 5 40.0 0.0 60.0

その他 0            -            -            -

10人以上30人未満 30 46.7 23.3 30.0

30人以上50人未満 11 54.5 27.3 18.2

50人以上100人未満 2 50.0 50.0 0.0

100人以上200人未満 3 33.3 0.0 66.7

200人以上300人未満 0            -            -            -

300人以上 3 33.3 0.0 66.7

 全 体

業
 

種

従
業
員
数

46.9

40.5

22.4

21.4

30.6

38.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=49件

平成28年調査

N=42件

取り組んでいる 今後取り組む予定 無回答
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全体：「取り組んでいる」  46.9％（前回比 +11.2ポイント） 

  ：「今後取り組む予定」 22.4％（前回比 +1.0ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性を積極的に管理職に登用する】（前回調査比較） 

【女性を積極的に管理職に登用する/ 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

取
り
組
ん
で
い
る

今
後
取
り
組
む
予
定

無
回
答

49 46.9 22.4 30.6

農業・林業 0            -            -            -

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -

建設業 8 37.5 25.0 37.5

製造業 7 42.9 28.6 28.6

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 5 60.0 20.0 20.0

卸売業・小売業 5 60.0 20.0 20.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 3 66.7 0.0 33.3

生活関連サービス業 ・娯楽業 2 50.0 50.0 0.0

教育・学習支援業 2 0.0 50.0 50.0

医療・福祉 8 50.0 12.5 37.5

複合サービス事業 1 0.0 100.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 5 40.0 20.0 40.0

その他 0            -            -            -

10人以上30人未満 30 40.0 23.3 36.7

30人以上50人未満 11 54.5 27.3 18.2

50人以上100人未満 2 50.0 0.0 50.0

100人以上200人未満 3 66.7 0.0 33.3

200人以上300人未満 0            -            -            -

300人以上 3 66.7 33.3 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数

46.9

35.7

22.4

21.4

30.6

42.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=49件

平成28年調査

N=42件

取り組んでいる 今後取り組む予定 無回答
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全体：「取り組んでいる」  42.9％（前回比 +14.3ポイント） 

  ：「今後取り組む予定」 22.4％（前回比 -3.8ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別による評価をすることがないよう人事基準を明確にする】（前回調査比較） 

【性別による評価をすることがないよう人事基準を明確にする/ 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

取
り
組
ん
で
い
る

今
後
取
り
組
む
予
定

無
回
答

49 42.9 22.4 34.7

農業・林業 0            -            -            -

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -

建設業 8 37.5 25.0 37.5

製造業 7 28.6 28.6 42.9

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 5 0.0 100.0 0.0

卸売業・小売業 5 80.0 20.0 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 3 100.0 0.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 2 50.0 0.0 50.0

教育・学習支援業 2 50.0 0.0 50.0

医療・福祉 8 37.5 12.5 50.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 5 40.0 0.0 60.0

その他 0            -            -            -

10人以上30人未満 30 36.7 26.7 36.7

30人以上50人未満 11 63.6 18.2 18.2

50人以上100人未満 2 50.0 50.0 0.0

100人以上200人未満 3 66.7 0.0 33.3

200人以上300人未満 0            -            -            -

300人以上 3 0.0 0.0 100.0

業
 

種

従
業
員
数

 全 体

42.9

28.6

22.4

26.2

34.7

45.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=49件

平成28年調査

N=42件

取り組んでいる 今後取り組む予定 無回答
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全体：「取り組んでいる」  57.1％（前回比 +7.1ポイント） 

  ：「今後取り組む予定」 24.5％（前回比 +5.5ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別に関係なく能力発揮のための教育訓練や研修を実施する】（前回調査比較） 

【性別に関係なく能力発揮のための教育訓練や研修を実施する/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

取
り
組
ん
で
い
る

今
後
取
り
組
む
予
定

無
回
答

49 57.1 24.5 18.4

農業・林業 0            -            -            -

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -

建設業 8 50.0 37.5 12.5

製造業 7 42.9 28.6 28.6

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 5 60.0 40.0 0.0

卸売業・小売業 5 80.0 20.0 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 3 100.0 0.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 2 0.0 50.0 50.0

教育・学習支援業 2 0.0 50.0 50.0

医療・福祉 8 75.0 12.5 12.5

複合サービス事業 1 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 5 40.0 20.0 40.0

その他 0            -            -            -

10人以上30人未満 30 50.0 26.7 23.3

30人以上50人未満 11 54.5 36.4 9.1

50人以上100人未満 2 100.0 0.0 0.0

100人以上200人未満 3 100.0 0.0 0.0

200人以上300人未満 0            -            -            -

300人以上 3 66.7 0.0 33.3

 全 体

業
 

種

従
業
員
数

57.1

50.0

24.5

19.0

18.4

31.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=49件

平成28年調査

N=42件

取り組んでいる 今後取り組む予定 無回答
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全体：「取り組んでいる」  57.1％（前回比 +21.4ポイント） 

  ：「今後取り組む予定」 26.5％（前回比 -14.0ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【仕事と家庭の両立のための支援制度を整備する】（前回調査比較） 

【仕事と家庭の両立のための支援制度を整備する/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

取
り
組
ん
で
い
る

今
後
取
り
組
む
予
定

無
回
答

49 57.1 26.5 16.3

農業・林業 0            -            -            -

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -

建設業 8 37.5 37.5 25.0

製造業 7 14.3 57.1 28.6

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 5 80.0 0.0 20.0

卸売業・小売業 5 80.0 20.0 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 3 66.7 33.3 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 2 100.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 2 0.0 100.0 0.0

医療・福祉 8 87.5 12.5 0.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 5 60.0 0.0 40.0

その他 0            -            -            -

10人以上30人未満 30 50.0 33.3 16.7

30人以上50人未満 11 63.6 27.3 9.1

50人以上100人未満 2 100.0 0.0 0.0

100人以上200人未満 3 66.7 0.0 33.3

200人以上300人未満 0            -            -            -

300人以上 3 66.7 0.0 33.3

 全 体

業
 

種

従
業
員
数

57.1

35.7

26.5

40.5

16.3

23.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=49件

平成28年調査

N=42件

取り組んでいる 今後取り組む予定 無回答
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全体：「取り組んでいる」  67.3％（前回比 +31.6ポイント） 

  ：「今後取り組む予定」 10.2％（前回比 -30.3ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【性別による役割分担意識に基づく慣行（女性がお茶くみや掃除を行う等）の見直しなど、職場環境・

風土を改善する】（前回調査比較） 

【性別による役割分担意識に基づく慣行（女性がお茶くみや掃除を行う等）の見直しなど、職場環境・

風土を改善する/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

取
り
組
ん
で
い
る

今
後
取
り
組
む
予
定

無
回
答

49 67.3 10.2 22.4

農業・林業 0            -            -            -

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -

建設業 8 75.0 12.5 12.5

製造業 7 57.1 14.3 28.6

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 5 80.0 0.0 20.0

卸売業・小売業 5 60.0 20.0 20.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 3 100.0 0.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 2 50.0 50.0 0.0

教育・学習支援業 2 50.0 0.0 50.0

医療・福祉 8 75.0 0.0 25.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 5 40.0 20.0 40.0

その他 0            -            -            -

10人以上30人未満 30 70.0 6.7 23.3

30人以上50人未満 11 81.8 9.1 9.1

50人以上100人未満 2 50.0 50.0 0.0

100人以上200人未満 3 33.3 0.0 66.7

200人以上300人未満 0            -            -            -

300人以上 3 33.3 33.3 33.3

 全 体

業
 

種

従
業
員
数

67.3

35.7

10.2

40.5

22.4

23.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=49件

平成28年調査

N=42件

取り組んでいる 今後取り組む予定 無回答
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全体：「取り組んでいる」  2.0％（前回比 -2.8ポイント） 

  ：「今後取り組む予定」 0.0％（前回比 ±0ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他】（前回調査比較） 

【その他】（前回調査比較） 

2.0

4.8

0.0

0.0

98.0

95.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=49件

平成28年調査

N=42件

取り組んでいる 今後取り組む予定 無回答

（％）

回
答
数

取
り
組
ん
で
い
る

今
後
取
り
組
む
予
定

無
回
答

49 2.0 0.0 98.0

農業・林業 0            -            -            -

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -

建設業 8 0.0 0.0 100.0

製造業 7 0.0 0.0 100.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 5 0.0 0.0 100.0

卸売業・小売業 5 20.0 0.0 80.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 100.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 3 0.0 0.0 100.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 2 0.0 0.0 100.0

教育・学習支援業 2 0.0 0.0 100.0

医療・福祉 8 0.0 0.0 100.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 5 0.0 0.0 100.0

その他 0            -            -            -

10人以上30人未満 30 3.3 0.0 96.7

30人以上50人未満 11 0.0 0.0 100.0

50人以上100人未満 2 0.0 0.0 100.0

100人以上200人未満 3 0.0 0.0 100.0

200人以上300人未満 0            -            -            -

300人以上 3 0.0 0.0 100.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（５）ポジティブ・アクションの取り組みの効果 

 

 

 

 

ポジティブ・アクションの取り組みの効果について、「女性従業員の責任感が向上した」

が 62.9％と最も割合が高く、次いで、「女性従業員のチャレンジ意欲が向上した」（54.3％）、

「職場の雰囲気がよくなった」と「女性従業員が積極的に意見を述べるようになった」が

48.6％と続いている。 

前回調査との比較では、全ての項目で取り組みの効果を感じている割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 問６で「１．取り組んでいる」と回答した方におたずねします。 

   取り組みの結果として、どのような効果がありましたか。次の中から該当するも

の全てに○をつけてください。 

 

 

 

【ポジティブアクションの取り組みの効果】（前回調査比較） 

48.6

40.0

17.1

54.3

48.6

62.9

37.1

20.0

5.7

0.0

2.9

10.7

6.0

3.6

13.1

11.9

21.4

1.2

4.8

1.2

0.0

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

職場の雰囲気がよくなった

職場に活気が出た

男女従業員の仕事に対する満足度が向上した

女性従業員のチャレンジ意欲が向上した

女性従業員が積極的に意見を述べるようになった

女性従業員の責任感が向上した

女性従業員の活躍が会社の利益に貢献した

顧客ニーズに的確に対応できるようになった

就職希望者からの企業評価が向上した

投資家からの企業評価が向上した

その他

今回調査

N=35件

平成28年調査

N=84件
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【ポジティブアクションの取り組みの効果 / 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

職
場
の
雰
囲
気
が
よ
く
な

っ
た

職
場
に
活
気
が
出
た

男
女
従
業
員
の
仕
事
に
対
す
る

満
足
度
が
向
上
し
た

女
性
従
業
員
の
チ
ャ
レ
ン
ジ
意

欲
が
向
上
し
た

女
性
従
業
員
が
積
極
的
に
意
見

を
述
べ
る
よ
う
に
な

っ
た

女
性
従
業
員
の
責
任
感
が
向
上

し
た

女
性
従
業
員
の
活
躍
が
会
社
の

利
益
に
貢
献
し
た

顧
客
ニ
ー

ズ
に
的
確
に
対
応
で

き
る
よ
う
に
な

っ
た

就
職
希
望
者
か
ら
の
企
業
評
価

が
向
上
し
た

投
資
家
か
ら
の
企
業
評
価
が
向

上
し
た

そ
の
他

35 48.6 40.0 17.1 54.3 48.6 62.9 37.1 20.0 5.7 100.0 2.9

農業・林業 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

漁業 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

建設業 5 60.0 40.0 20.0 80.0 60.0 80.0 40.0 20.0 0.0 100.0 0.0

製造業 6 66.7 16.7 0.0 66.7 33.3 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

運輸業・郵便業 3 33.3 0.0 33.3 66.7 33.3 100.0 66.7 100.0 0.0 100.0 0.0

卸売業・小売業 4 50.0 50.0 25.0 25.0 50.0 50.0 50.0 25.0 50.0 100.0 25.0

金融業・保険業 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 100.0 0.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 3 66.7 66.7 0.0 33.3 66.7 100.0 66.7 0.0 0.0 100.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

教育・学習支援業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

医療・福祉 7 42.9 57.1 42.9 57.1 57.1 57.1 14.3 14.3 0.0 100.0 0.0

複合サービス事業 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

サービス業 （他に分類されないもの） 2 0.0 0.0 0.0 50.0 100.0 50.0 50.0 0.0 0.0 100.0 0.0

その他 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

10人以上30人未満 21 57.1 47.6 14.3 57.1 47.6 76.2 47.6 23.8 4.8 100.0 0.0

30人以上50人未満 7 42.9 28.6 14.3 42.9 42.9 42.9 28.6 14.3 0.0 100.0 14.3

50人以上100人未満 2 0.0 50.0 50.0 100.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

100人以上200人未満 3 66.7 33.3 33.3 33.3 66.7 33.3 33.3 33.3 33.3 100.0 0.0

200人以上300人未満 0            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -            -

300人以上 2 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（６）ポジティブ・アクションに取り組んでいない理由 

 

 

 

 

ポジティブ・アクションに取り組んでいない理由ついて、「既に十分女性が能力発揮し、

活躍しているため」が 47.1％と最も割合が高く、次いで「女性従業員が少ない、またはいな

い」（28.6％）、「特に必要性がない」（20.0％）と続いている。 

前回調査との比較では、「既に十分女性が能力発揮し、活躍しているため」、「男性従業員

の認識、理解が不十分である」、「女性従業員が少ない、またはいない」、「その他」の割合が

高く、「人件費や就業環境の整備等に費用がかかるから」、「ポジティブ・アクションの取り

組み方法がわからない」、「特に必要性がない」の割合が低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９ 問６で「３．取り組んでいない」と回答した方におたずねします。 

   取り組んでいない理由をお答えください。次の中から該当するもの全てに○をつ

けてください。 

 

 

 

 

【ポジティブアクションに取り組んでいない理由】（前回調査比較） 

47.1

0.0

1.4

7.1

28.6

20.0

4.3

45.1

2.4

1.2

8.5

12.2

26.8

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

既に十分女性が能力発揮し、活躍しているため

人件費や就業環境の整備等に費用がかかるから

男性従業員の認識、理解が不十分である

ポジティブ・アクションの取り組み方法がわからない

女性従業員が少ない、またはいない

特に必要性がない

その他

今回調査

N=70件

平成28年調査

N=82件
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【ポジティブアクションに取り組んでいない理由 / 業種別、従業員規模

別】 （％）

回
答
数

既
に
十
分
女
性
が
能
力
発
揮

し

、
活
躍
し
て
い
る
た
め

人
件
費
や
就
業
環
境
の
整
備
等

に
費
用
が
か
か
る
か
ら

男
性
従
業
員
の
認
識

、
理
解
が

不
十
分
で
あ
る

ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ア
ク
シ

ョ
ン
の

取
り
組
み
方
法
が
わ
か
ら
な
い

女
性
従
業
員
が
少
な
い

、
ま
た

は
い
な
い

特
に
必
要
性
が
な
い

そ
の
他

70 47.1 0.0 1.4 7.1 28.6 20.0 4.3

農業・林業 2 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

漁業 0            -            -            -            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 13 0.0 0.0 0.0 7.7 53.8 38.5 7.7

製造業 8 37.5 0.0 0.0 12.5 37.5 12.5 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -            -            -            -

運輸業・郵便業 6 0.0 0.0 0.0 0.0 83.3 50.0 0.0

卸売業・小売業 7 57.1 0.0 0.0 0.0 28.6 14.3 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 0            -            -            -            -            -            -            -

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 100.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 4 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

医療・福祉 13 69.2 0.0 0.0 15.4 0.0 15.4 0.0

複合サービス事業 0            -            -            -            -            -            -            -

サービス業 （他に分類されないもの） 8 75.0 0.0 0.0 0.0 12.5 12.5 12.5

その他 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 49 40.8 0.0 2.0 6.1 34.7 20.4 6.1

30人以上50人未満 11 63.6 0.0 0.0 9.1 9.1 27.3 0.0

50人以上100人未満 6 50.0 0.0 0.0 16.7 16.7 0.0 0.0

100人以上200人未満 2 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0

300人以上 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（７）女性活躍推進法改正の認知度 

 

 

 

女性活躍推進法改正の認知度は 38.1％となっており、６割の事業所は「知らない」と回答

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 10 女性活躍推進法が改正されたことをご存知ですか。 

 

 

 

 

【女性活躍推進法改正の認知度】 

【女性活躍推進法改正の認知度 / 業種別、従業員規模別】 

知っている

38.1%

知らない

61.1%

無回答

0.8%

N=126件

（％）

回
答
数

知

っ
て
い
る

知
ら
な
い

無
回
答

126 38.1 61.1 0.8

農業・林業 2 50.0 50.0 0.0

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0

建設業 22 31.8 68.2 0.0

製造業 16 43.8 50.0 6.3

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 100.0 0.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 11 27.3 72.7 0.0

卸売業・小売業 12 33.3 66.7 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 50.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 20.0 80.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 42.9 57.1 0.0

教育・学習支援業 3 33.3 66.7 0.0

医療・福祉 24 41.7 58.3 0.0

複合サービス事業 1 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 46.2 53.8 0.0

その他 1 100.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 35.7 63.1 1.2

30人以上50人未満 23 39.1 60.9 0.0

50人以上100人未満 8 12.5 87.5 0.0

100人以上200人未満 6 83.3 16.7 0.0

200人以上300人未満 1 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 75.0 25.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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３．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について 

（１）従業員の有給休暇取得率 

 

 

 

 

従業員の有給休暇取得率について、「50％以上」が 66.7％、「50％未満」が 32.5％であり、

有給休暇を 50％以上取得している事業所の方が多い。 

前回調査比較との比較では、「50％以上」と回答した人の割合が 40ポイント増で、従業員

の有給休暇取得率は向上しているといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体：「50％以上」 66.7％（前回比 +40.0ポイント） 

  ：「50％未満」  32.5％（前回比 -35.0ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 従業員の有給休暇取得率はどれくらいですか。次の中から 1 つ選び○をつけ

てください。 

   （令和２年１月１日から令和２年 12月 31日までの状況） 

 

【従業員の有給休暇取得率】（前回調査比較） 

66.7

26.7

32.5

67.5

0.8

5.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

50％以上 50％未満 無回答



 

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【従業員の有給休暇取得率/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

5
0
％
以
上

5
0
％
未
満

無
回
答

126 66.7 32.5 0.8

農業・林業 2 100.0 0.0 0.0

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0

建設業 22 54.5 45.5 0.0

製造業 16 75.0 25.0 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 11 72.7 27.3 0.0

卸売業・小売業 12 58.3 41.7 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 50.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 20.0 60.0 20.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 71.4 28.6 0.0

教育・学習支援業 3 66.7 33.3 0.0

医療・福祉 24 83.3 16.7 0.0

複合サービス事業 1 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 69.2 30.8 0.0

その他 1 100.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 66.7 32.1 1.2

30人以上50人未満 23 60.9 39.1 0.0

50人以上100人未満 8 75.0 25.0 0.0

100人以上200人未満 6 83.3 16.7 0.0

200人以上300人未満 1 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 50.0 50.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（２）育児休業制度の規定有無 

 

 

 

育児休業制度の規定の有無について、「ある」が 80.2％、「ない」が 19.0％であり、育児

休業制度の規定がある事業所の方が多い。 

前回調査との比較では、育児休業制度の規定が「ある」と回答した事業所が 9.4ポイント

高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体：「ある」 80.2％（前回比 +9.4ポイント） 

  ：「ない」  19.0％（前回比 -7.7ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12 貴事業所の就業規則等には「育児休業制度」の規定がありますか。 

 

 

 

 

【育児休業制度の規定有無】（前回調査比較） 

80.2

70.8

19.0

26.7

0.8

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

ある ない 無回答
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【育児休業制度の規定有無 / 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

あ
る

な
い

無
回
答

126 80.2 19.0 0.8

農業・林業 2 0.0 100.0 0.0

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 100.0 0.0 0.0

建設業 22 63.6 36.4 0.0

製造業 16 93.8 6.3 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 11 81.8 18.2 0.0

卸売業・小売業 12 83.3 16.7 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 100.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 60.0 20.0 20.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 85.7 14.3 0.0

教育・学習支援業 3 100.0 0.0 0.0

医療・福祉 24 100.0 0.0 0.0

複合サービス事業 1 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 84.6 15.4 0.0

その他 1 100.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 75.0 23.8 1.2

30人以上50人未満 23 82.6 17.4 0.0

50人以上100人未満 8 100.0 0.0 0.0

100人以上200人未満 6 100.0 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 100.0 0.0 0.0

業
 

種

従
業
員
数

 全 体
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（３）育児休業の取得状況 

 

 

 

１）子を出産した従業員（配偶者の出産を含む） 

子を出産した従業員の人数について、出産した女性従業員では「０人」が 59.4％、次い

で、「１人」が 18.8％、「２人」が 8.9％となっている。 

配偶者が出産した男性従業員では、「０人」が 67.3％、「１人」が 5.0％、「２人」が 3.0％

となっている。 

子を出産した従業員（配偶者の出産を含む）の割合は、男性に比べ女性の方が高くなっ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 育児休業の取得状況について記入してください。 

   （令和２年１月１日から令和２年 12月 31日までの状況） 

 

 

 

【配偶者が出産した男性従業員】 【子を出産した女性従業員】 

0人

59.4%1人

18.8%

2人

8.9%

3人

1.0%

4人

1.0%

5人

1.0%

6人

1.0%

7人

1.0%

8人

2.0%

9人

1.0% 無回答

5.0%

N=101件

0人

67.3%

1人

5.0%

2人

3.0%

3人

1.0%

5人

1.0%

無回答

22.8%

N=101件
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２）１）のうち、育児休業を利用した従業員 

出産した女性従業員、もしくは配偶者が出産した男性従業員のうち、育児休業を利用し

た従業員について、女性従業員では９割以上が育児休業を取得している。一方で、男性従

業員では「０人」が 60.0％となっており、６割が育児休業を取得していない。 

男女従業員で育児休業を取得した従業員のいる業種は、建設業、製造業、教育学習支援

業である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【男性従業員】 【女性従業員】 

1人

44.4%

2人

27.8%

3人

2.8%

4人

2.8%

5人

2.8%

6人

2.8%

8人

5.6%

9人

2.8%

12人

2.8%

無回答

5.6%

N=36件

0人

60.0%

1人

10.0%

2人

20.0%

無回答

10.0%

N=10件
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【育児休業の取得状況 / 業種別、従業員規模別】 

子
を
出
産
し
た
従
業
員

（
配
偶
者
の
出
産
を
含

む

）

左
記
の
う
ち

、
育
児
休
業

を
利
用
し
た
従
業
員

取
得
率

子
を
出
産
し
た
従
業
員

左
記
の
う
ち

、
育
児
休
業

を
利
用
し
た
従
業
員

取
得
率

（人） （人） （％） （人） （人） （％）

10 3 30.0 36 34 94.4

農業・林業 0 0            - 0 0            -

漁業 0 0            - 0 0            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0 0            - 0 0            -

建設業 2 1 50.0 2 1 50.0

製造業 2 1 50.0 6 6 100.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0 0            - 0 0            -

情報通信業 0 0            - 0 0            -

運輸業・郵便業 0 0            - 2 1 50.0

卸売業・小売業 1 0 0.0 4 4 100.0

金融業・保険業 0 0            - 0 0            -

不動産業・物品賃貸業 0 0            - 1 1 100.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0 0            - 0 0            -

宿泊業・飲食サービス業 0 0            - 1 1 100.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 0 0            - 1 1 100.0

教育・学習支援業 1 1 100.0 2 2 100.0

医療・福祉 2 0 0.0 12 12 100.0

複合サービス事業 0 0            - 1 1 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 1 0 0.0 3 3 100.0

その他 1 0 0.0 0 0            -

10人以上30人未満 4 1 25.0 16 14 87.5

30人以上50人未満 1 1 100.0 7 7 100.0

50人以上100人未満 1 0 0.0 4 4 100.0

100人以上200人未満 2 1 50.0 6 6 100.0

200人以上300人未満 0 0            - 0 0            -

300人以上 2 0 0.0 3 3 100.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数

男性 女性
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（４）休業以外の取り組み状況 

 

 

 

 

 

育児を行う従業員を支援するための休業以外の取り組みについて、「始業・就業時刻の柔

軟な対応」、「復帰への支援」、「再雇用制度」、「柔軟な働き方（パートになっても正社員へ戻

れる等）への支援」の４つの項目で「すでに取り組んでいる」の割合が最も高くなっている。

一方で、「フレックスタイム制」、「事業所内保育施設の設置運営」、「育児に関する経済的支

援（保育料等の支援）」、「在宅勤務」、「転勤への配慮」の５つの項目で「今後も取り組む予

定はない」と回答した割合が最も高くなっている。 

前回調査との比較では、「再雇用制度」（18.5ポイント増）、「復帰への支援」（17.3ポイン

ト増）、「柔軟な働き方（パートになっても正社員へ戻れる等）への支援」（15.9ポイント増）

に取り組む事業所の割合が前回比 10ポイント以上高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14 「育児」を行う従業員を支援するために、「休業」以外の取り組みを行っていま

すか。 次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 
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全体：「すでに取り組んでいる」   18.3％（前回比 +2.5ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  14.3％（前回比 +6.0ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 43.7％（前回比 +2.0ポイント） 

：「無回答」          23.8％（前回比 -10.4ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【フレックスタイム制】（前回調査比較） 

【フレックスタイム制/ 業種別、従業員規模別】 

18.3

15.8

14.3

8.3

43.7

41.7

23.8

34.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 18.3 14.3 43.7 23.8

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 22.7 13.6 45.5 18.2

製造業 16 31.3 31.3 18.8 18.8

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 18.2 9.1 63.6 9.1

卸売業・小売業 12 33.3 8.3 41.7 16.7

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 50.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 20.0 20.0 20.0 40.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 71.4 28.6

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 66.7 33.3

医療・福祉 24 20.8 4.2 54.2 20.8

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 0.0 30.8 46.2 23.1

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 16.7 14.3 44.0 25.0

30人以上50人未満 23 39.1 21.7 30.4 8.7

50人以上100人未満 8 0.0 12.5 75.0 12.5

100人以上200人未満 6 0.0 0.0 33.3 66.7

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 0.0 0.0 50.0 50.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」   59.5％（前回比 +5.3ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  11.9％（前回比 -3.1ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 16.7％（前回比 +4.2ポイント） 

：「無回答」          11.9％（前回比 -6.4ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【始業・就業時刻の柔軟な対応】（前回調査比較） 

【始業・就業時刻の柔軟な対応/ 業種別、従業員規模別】 

59.5

54.2

11.9

15.0

16.7

12.5

11.9

18.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 59.5 11.9 16.7 11.9

農業・林業 2 100.0 0.0 0.0 0.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 40.9 22.7 27.3 9.1

製造業 16 68.8 6.3 12.5 12.5

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 45.5 9.1 36.4 9.1

卸売業・小売業 12 58.3 16.7 8.3 16.7

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 100.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 40.0 0.0 0.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 71.4 0.0 14.3 14.3

教育・学習支援業 3 66.7 0.0 0.0 33.3

医療・福祉 24 75.0 8.3 12.5 4.2

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 46.2 30.8 23.1 0.0

その他 1 100.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 57.1 13.1 17.9 11.9

30人以上50人未満 23 60.9 17.4 8.7 13.0

50人以上100人未満 8 75.0 0.0 25.0 0.0

100人以上200人未満 6 100.0 0.0 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 25.0 0.0 25.0 50.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」    3.2％（前回比 -1.0ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」   3.2％（前回比 -1.8ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 68.3％（前回比 +9.1ポイント） 

：「無回答」          25.4％（前回比 -6.3ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業所内保育施設の設置運営】（前回調査比較） 

【事業所内保育施設の設置運営/ 業種別、従業員規模別】 

3.2

4.2

3.2

5.0

68.3

59.2

25.4

31.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 3.2 3.2 68.3 25.4

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 0.0 0.0 81.8 18.2

製造業 16 0.0 6.3 68.8 25.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 0.0 0.0 90.9 9.1

卸売業・小売業 12 0.0 0.0 83.3 16.7

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 50.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 40.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 71.4 28.6

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 66.7 33.3

医療・福祉 24 12.5 4.2 58.3 25.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 7.7 7.7 61.5 23.1

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 1.2 1.2 71.4 26.2

30人以上50人未満 23 0.0 4.3 73.9 21.7

50人以上100人未満 8 0.0 25.0 75.0 0.0

100人以上200人未満 6 33.3 0.0 16.7 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 25.0 0.0 25.0 50.0

従
業
員
数

 全 体

業
 

種
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全体：「すでに取り組んでいる」    3.2％（前回比 -1.8ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」   7.1％（前回比 +2.1ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 63.5％（前回比 +8.5ポイント） 

：「無回答」          26.2％（前回比 -8.8ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【育児に関する経済的支援（保育料等の支援）】（前回調査比較） 

【育児に関する経済的支援（保育料等の支援）/ 業種別、従業員規模別】 

3.2

5.0

7.1

5.0

63.5

55.0

26.2

35.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 3.2 7.1 63.5 26.2

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 0.0 13.6 68.2 18.2

製造業 16 0.0 6.3 68.8 25.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 0.0 0.0 90.9 9.1

卸売業・小売業 12 0.0 8.3 75.0 16.7

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 50.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 40.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 71.4 28.6

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 66.7 33.3

医療・福祉 24 12.5 8.3 54.2 25.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 7.7 7.7 61.5 23.1

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 1.2 7.1 64.3 27.4

30人以上50人未満 23 0.0 8.7 69.6 21.7

50人以上100人未満 8 12.5 12.5 75.0 0.0

100人以上200人未満 6 16.7 0.0 33.3 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 25.0 0.0 25.0 50.0

従
業
員
数

 全 体

業
 

種
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全体：「すでに取り組んでいる」    4.0％（前回比 +4.0ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」   7.9％（前回比 +4.6ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 63.5％（前回比 +2.7ポイント） 

：「無回答」          24.6％（前回比 -11.2ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【在宅勤務】（前回調査比較） 

【在宅勤務/ 業種別、従業員規模別】 

4.0

0.0

7.9

3.3

63.5

60.8

24.6

35.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 4.0 7.9 63.5 24.6

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 9.1 9.1 72.7 9.1

製造業 16 6.3 6.3 62.5 25.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 0.0 18.2 72.7 9.1

卸売業・小売業 12 0.0 8.3 75.0 16.7

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 50.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 40.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 71.4 28.6

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 66.7 33.3

医療・福祉 24 0.0 0.0 70.8 29.2

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 0.0 23.1 53.8 23.1

その他 1 100.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 4.8 9.5 61.9 23.8

30人以上50人未満 23 4.3 4.3 69.6 21.7

50人以上100人未満 8 0.0 12.5 87.5 0.0

100人以上200人未満 6 0.0 0.0 33.3 66.7

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 0.0 0.0 50.0 50.0

業
 

種

従
業
員
数

 全 体
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全体：「すでに取り組んでいる」   17.5％（前回比 +9.2ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」   4.0％（前回比 -1.8ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 51.6％（前回比 +0.8ポイント） 

：「無回答」          27.0％（前回比 -8.0ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【転勤への配慮】（前回調査比較） 

【転勤への配慮/ 業種別、従業員規模別】 

17.5

8.3

4.0

5.8

51.6

50.8

27.0

35.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 17.5 4.0 51.6 27.0

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 4.5 4.5 68.2 22.7

製造業 16 31.3 6.3 31.3 31.3

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 0.0 9.1 72.7 18.2

卸売業・小売業 12 50.0 8.3 25.0 16.7

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 0.0 0.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 40.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 14.3 0.0 71.4 14.3

教育・学習支援業 3 66.7 0.0 33.3 0.0

医療・福祉 24 12.5 0.0 58.3 29.2

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 15.4 7.7 61.5 15.4

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 11.9 2.4 56.0 29.8

30人以上50人未満 23 26.1 8.7 43.5 21.7

50人以上100人未満 8 12.5 0.0 87.5 0.0

100人以上200人未満 6 50.0 0.0 0.0 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 50.0 0.0 25.0 25.0

業
 

種

従
業
員
数

 全 体
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全体：「すでに取り組んでいる」   38.1％（前回比 +17.3ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  21.4％（前回比 -6.1ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 19.0％（前回比 -2.7ポイント） 

：「無回答」          21.4％（前回比 -8.6ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【復帰への支援（休暇中の情報提供、復帰後の研修等）】（前回調査比較） 

【復帰への支援（休暇中の情報提供、復帰後の研修等）/ 業種別、従業員規模別】 

38.1

20.8

21.4

27.5

19.0

21.7

21.4

30.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 38.1 21.4 19.0 21.4

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 22.7 36.4 27.3 13.6

製造業 16 43.8 25.0 12.5 18.8

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 18.2 27.3 45.5 9.1

卸売業・小売業 12 41.7 25.0 16.7 16.7

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 0.0 0.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 20.0 20.0 0.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 42.9 0.0 28.6 28.6

教育・学習支援業 3 100.0 0.0 0.0 0.0

医療・福祉 24 41.7 20.8 12.5 25.0

複合サービス事業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 53.8 23.1 15.4 7.7

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 34.5 22.6 20.2 22.6

30人以上50人未満 23 43.5 30.4 13.0 13.0

50人以上100人未満 8 75.0 12.5 12.5 0.0

100人以上200人未満 6 33.3 0.0 0.0 66.7

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 25.0 0.0 50.0 25.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」   46.0％（前回比 +18.5ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  18.3％（前回比 -12.5ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 13.5％（前回比 +1.8ポイント） 

：「無回答」          22.2％（前回比 -7.8ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再雇用制度】（前回調査比較） 

【再雇用制度】（前回調査比較） 

46.0

27.5

18.3

30.8

13.5

11.7

22.2

30.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 46.0 18.3 13.5 22.2

農業・林業 2 50.0 0.0 0.0 50.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 27.3 27.3 27.3 18.2

製造業 16 62.5 18.8 0.0 18.8

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 27.3 45.5 18.2 9.1

卸売業・小売業 12 50.0 16.7 16.7 16.7

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 0.0 0.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 40.0 20.0 0.0 40.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 42.9 14.3 28.6 14.3

教育・学習支援業 3 66.7 0.0 0.0 33.3

医療・福祉 24 58.3 8.3 8.3 25.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 53.8 23.1 7.7 15.4

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 42.9 17.9 16.7 22.6

30人以上50人未満 23 56.5 21.7 4.3 17.4

50人以上100人未満 8 87.5 0.0 12.5 0.0

100人以上200人未満 6 33.3 0.0 0.0 66.7

200人以上300人未満 1 0.0 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 0.0 50.0 25.0 25.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」   48.4％（前回比 +15.9ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  19.0％（前回比 -11.0ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 13.5％（前回比 -1.5ポイント） 

：「無回答」          19.0％（前回比 -3.5ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【柔軟な働き方（パートになっても正社員へ戻れる等）への支援】（前回調査比較） 

【柔軟な働き方（パートになっても正社員へ戻れる等）への支援/ 業種別、従業員規模別】 

48.4

32.5

19.0

30.0

13.5

15.0

19.0

22.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 48.4 19.0 13.5 19.0

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 18.2 40.9 22.7 18.2

製造業 16 56.3 12.5 12.5 18.8

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 18.2 36.4 36.4 9.1

卸売業・小売業 12 75.0 16.7 0.0 8.3

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 100.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 40.0 20.0 0.0 40.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 57.1 0.0 28.6 14.3

教育・学習支援業 3 66.7 0.0 0.0 33.3

医療・福祉 24 62.5 12.5 4.2 20.8

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 61.5 23.1 7.7 7.7

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 41.7 21.4 16.7 20.2

30人以上50人未満 23 56.5 21.7 8.7 13.0

50人以上100人未満 8 87.5 0.0 12.5 0.0

100人以上200人未満 6 50.0 0.0 0.0 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 75.0 0.0 0.0 25.0

従
業
員
数

 全 体

業
 

種
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全体：「すでに取り組んでいる」    1.6％（前回比 +0.8ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」   1.6％（前回比 +0.8ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」  5.6％（前回比 -3.6ポイント） 

：「無回答」          91.3％（前回比 +2.2ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他】（前回調査比較） 

【その他/ 業種別、従業員規模別】 

1.6

0.8

1.6

0.8

5.6

9.2

91.3

89.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 1.6 1.6 5.6 91.3

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

建設業 22 0.0 0.0 13.6 86.4

製造業 16 0.0 0.0 0.0 100.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 0.0 0.0 9.1 90.9

卸売業・小売業 12 0.0 0.0 8.3 91.7

金融業・保険業 0            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 20.0 0.0 80.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 14.3 85.7

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 0.0 100.0

医療・福祉 24 8.3 0.0 0.0 91.7

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 0.0 7.7 0.0 92.3

その他 1 0.0 0.0 0.0 100.0

10人以上30人未満 84 0.0 2.4 7.1 90.5

30人以上50人未満 23 0.0 0.0 0.0 100.0

50人以上100人未満 8 0.0 0.0 12.5 87.5

100人以上200人未満 6 16.7 0.0 0.0 83.3

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 100.0

300人以上 4 25.0 0.0 0.0 75.0

従
業
員
数

 全 体

業
 

種
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（５）介護休暇制度の規定有無 

 

 

 

介護休暇制度の規定有無について、「ある」が 54.8％、「ない」が 44.4％となっており、

介護休暇制度の規定がある事業所の方が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15 貴事業所の就業規則等には「介護休暇制度」の規定がありますか。 

 

 

 

 

【介護休暇制度の規定有無】 

【介護休暇制度の規定有無 / 業種別、従業員規模別】 

ある

54.8%

ない

44.4%

無回答

0.8%

N=126件

（％）

回
答
数

あ
る

な
い

無
回
答

126 54.8 44.4 0.8

農業・林業 2 0.0 100.0 0.0

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 100.0 0.0 0.0

建設業 22 45.5 54.5 0.0

製造業 16 75.0 25.0 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 11 54.5 45.5 0.0

卸売業・小売業 12 58.3 41.7 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 100.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 20.0 60.0 20.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 71.4 28.6 0.0

教育・学習支援業 3 100.0 0.0 0.0

医療・福祉 24 58.3 41.7 0.0

複合サービス事業 1 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 46.2 53.8 0.0

その他 1 100.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 48.8 50.0 1.2

30人以上50人未満 23 56.5 43.5 0.0

50人以上100人未満 8 50.0 50.0 0.0

100人以上200人未満 6 100.0 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 100.0 0.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（６）介護休業制度の規定有無 

 

 

 

介護休業制度の規定の有無について、「ある」が 55.6％、「ない」が 42.1％となっており、

介護休業制度の規定がある事業所の方がやや多い。 

前回調査との比較では、介護休業制度の規定があると回答した事業所が 1.4ポイント高く

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体：「ある」 55.6％（前回比 +1.4ポイント） 

  ：「ない」  42.1％（前回比 +0.4ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16 貴事業所の就業規則等には「介護休業制度」の規定がありますか。 

 

 

 

 

【介護休業制度の規定有無】（前回調査比較） 

55.6

54.2

42.1

41.7

2.4

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

ある ない 無回答
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【介護休業制度の規定有無 / 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

あ
る

な
い

無
回
答

126 55.6 42.1 2.4

農業・林業 2 0.0 100.0 0.0

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 100.0 0.0 0.0

建設業 22 45.5 45.5 9.1

製造業 16 75.0 25.0 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 11 54.5 45.5 0.0

卸売業・小売業 12 50.0 50.0 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 100.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 20.0 60.0 20.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 57.1 42.9 0.0

教育・学習支援業 3 100.0 0.0 0.0

医療・福祉 24 70.8 29.2 0.0

複合サービス事業 1 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 46.2 53.8 0.0

その他 1 100.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 44.0 52.4 3.6

30人以上50人未満 23 65.2 34.8 0.0

50人以上100人未満 8 100.0 0.0 0.0

100人以上200人未満 6 100.0 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 75.0 25.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数



 

50 

（７）介護休業の取得状況 

 

 

 

介護休業を取得した従業員の人数について、女性従業員では「０人」が 97.1％、「１人」

が 2.9％となっており、男性従業員では介護休業を取得した人はいない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17 介護休業の取得状況について記入してください。 

   （令和２年１月１日から令和２年 12月 31日までの状況） 

 

 

 

【介護休業を取得した男性従業員】 【介護休業を取得した女性従業員】 

０人

97.1%

無回答

2.9%

N＝70件

０人

97.1%

１人

2.9%

N＝70件
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（８）介護休業以外の取り組み状況 

 

 

 

 

介護休業以外の取り組みについて、「始業・就業時刻の柔軟な対応」、「再雇用制度」、「柔

軟な働き方（パートになっても正社員へ戻れる等）への支援」では、「すでに取り組んでい

る」と回答した割合が高くなっている。一方で、「フレックスタイム制」、「介護サービスに

関する経済的支援」、「在宅勤務」、「転勤への配慮」では、「今後も取り組む予定はない」と

回答した割合が高くなっている。 

前回調査との比較では、どの取り組みについても「すでに取り組んでいる」と回答した割

合が高くなっており、「始業・就業時刻の柔軟な対応」「復帰への支援」「再雇用制度」「柔軟

な働き方」が特に高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 18 「介護」を行う従業員を支援するために、「休業」以外の取り組みを行っていま

すか。次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 
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全体：「すでに取り組んでいる」   11.1％（前回比 +1.1ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  19.0％（前回比 +7.3ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 43.7％（前回比 -2.1ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【フレックスタイム制】（前回調査比較） 

【フレックスタイム制/ 業種別、従業員規模別】 

11.1

10.0

19.0

11.7

43.7

45.8

26.2

32.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 11.1 19.0 43.7 26.2

農業・林業 2 0.0 0.0 50.0 50.0

漁業 0 - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 9.1 13.6 50.0 27.3

製造業 16 25.0 31.3 25.0 18.8

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

情報通信業 0 - - - -

運輸業・郵便業 11 18.2 27.3 54.5 0.0

卸売業・小売業 12 16.7 25.0 33.3 25.0

金融業・保険業 0 - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 50.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 20.0 20.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 71.4 28.6

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 66.7 33.3

医療・福祉 24 12.5 8.3 54.2 25.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 0.0 30.8 46.2 23.1

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 9.5 19.0 42.9 28.6

30人以上50人未満 23 21.7 30.4 34.8 13.0

50人以上100人未満 8 0.0 12.5 75.0 12.5

100人以上200人未満 6 16.7 0.0 33.3 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 0.0 0.0 50.0 50.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」   39.7％（前回比 +4.7ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  27.0％（前回比 -1.3ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 18.3％（前回比 +0.8ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【始業・就業時刻の柔軟な対応】（前回調査比較） 

【始業・就業時刻の柔軟な対応/ 業種別、従業員規模別】 

39.7

35.0

27.0

28.3

18.3

17.5

15.1

19.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 39.7 27.0 18.3 15.1

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0 - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 45.5 22.7 27.3 4.5

製造業 16 50.0 31.3 12.5 6.3

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業 0 - - - -

運輸業・郵便業 11 36.4 27.3 36.4 0.0

卸売業・小売業 12 50.0 33.3 8.3 8.3

金融業・保険業 0 - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 100.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 40.0 0.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 42.9 28.6 28.6

教育・学習支援業 3 33.3 0.0 33.3 33.3

医療・福祉 24 45.8 16.7 16.7 20.8

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 30.8 46.2 23.1 0.0

その他 1 100.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 38.1 28.6 19.0 14.3

30人以上50人未満 23 34.8 39.1 13.0 13.0

50人以上100人未満 8 50.0 12.5 25.0 12.5

100人以上200人未満 6 83.3 0.0 0.0 16.7

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 25.0 0.0 25.0 50.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」    2.4％（前回比 +0.7ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」   9.5％（前回比 +2.0ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 59.5％（前回比 +2.0ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【介護サービスに関する経済的支援】（前回調査比較） 

【介護サービスに関する経済的支援/ 業種別、従業員規模別】 

2.4

1.7

9.5

7.5

59.5

57.5

28.6

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 2.4 9.5 59.5 28.6

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0 - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 0.0 13.6 63.6 22.7

製造業 16 6.3 0.0 62.5 31.3

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0 - - - -

運輸業・郵便業 11 0.0 18.2 81.8 0.0

卸売業・小売業 12 0.0 16.7 66.7 16.7

金融業・保険業 0 - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 50.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 40.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 71.4 28.6

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 66.7 33.3

医療・福祉 24 0.0 4.2 62.5 33.3

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 7.7 15.4 61.5 15.4

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 2.4 10.7 58.3 28.6

30人以上50人未満 23 4.3 13.0 60.9 21.7

50人以上100人未満 8 0.0 0.0 87.5 12.5

100人以上200人未満 6 0.0 0.0 33.3 66.7

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 0.0 0.0 50.0 50.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数



 

55 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体：「すでに取り組んでいる」    2.4％（前回比 +2.4ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」   8.7％（前回比 +3.7ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 63.5％（前回比 +3.5ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【在宅勤務】（前回調査比較） 

【在宅勤務/ 業種別、従業員規模別】 

2.4

0.0

8.7

5.0

63.5

60.0

25.4

35.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 2.4 8.7 63.5 25.4

農業・林業 2 0.0 0.0 50.0 50.0

漁業 0 - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 4.5 18.2 68.2 9.1

製造業 16 0.0 0.0 68.8 31.3

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0 - - - -

運輸業・郵便業 11 9.1 18.2 72.7 0.0

卸売業・小売業 12 0.0 0.0 83.3 16.7

金融業・保険業 0 - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 50.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 40.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 71.4 28.6

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 66.7 33.3

医療・福祉 24 0.0 4.2 66.7 29.2

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 0.0 23.1 53.8 23.1

その他 1 100.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 3.6 10.7 60.7 25.0

30人以上50人未満 23 0.0 4.3 73.9 21.7

50人以上100人未満 8 0.0 0.0 87.5 12.5

100人以上200人未満 6 0.0 16.7 33.3 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 0.0 0.0 50.0 50.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」   13.5％（前回比 +3.5ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  12.7％（前回比 +3.5ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 46.0％（前回比 -2.3ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【転勤への配慮】（前回調査比較） 

【転勤への配慮/ 業種別、従業員規模別】 

13.5

10.0

12.7

9.2

46.0

48.3

27.8

32.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 13.5 12.7 46.0 27.8

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0 - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 0.0 13.6 63.6 22.7

製造業 16 37.5 12.5 25.0 25.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0 - - - -

運輸業・郵便業 11 9.1 9.1 63.6 18.2

卸売業・小売業 12 25.0 33.3 25.0 16.7

金融業・保険業 0 - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 0.0 0.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 40.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 14.3 0.0 71.4 14.3

教育・学習支援業 3 66.7 0.0 33.3 0.0

医療・福祉 24 8.3 8.3 50.0 33.3

複合サービス事業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 0.0 15.4 61.5 23.1

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 6.0 11.9 51.2 31.0

30人以上50人未満 23 34.8 13.0 34.8 17.4

50人以上100人未満 8 0.0 12.5 75.0 12.5

100人以上200人未満 6 33.3 0.0 0.0 66.7

200人以上300人未満 1 0.0 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 50.0 25.0 25.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数



 

57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体：「すでに取り組んでいる」   25.4％（前回比 +9.6ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  31.0％（前回比 +2.7ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 19.8％（前回比 -4.4ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【復帰への支援（休暇中の情報提供、復帰後の研修等）】（前回調査比較） 

【復帰への支援（休暇中の情報提供、復帰後の研修等）/ 業種別、従業員規模別】 

25.4

15.8

31.0

28.3

19.8

24.2

23.8

31.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 25.4 31.0 19.8 23.8

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0 - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 18.2 31.8 36.4 13.6

製造業 16 37.5 18.8 18.8 25.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0 - - - -

運輸業・郵便業 11 18.2 54.5 27.3 0.0

卸売業・小売業 12 33.3 25.0 16.7 25.0

金融業・保険業 0 - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 0.0 0.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 40.0 0.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 42.9 28.6 28.6

教育・学習支援業 3 100.0 0.0 0.0 0.0

医療・福祉 24 29.2 25.0 16.7 29.2

複合サービス事業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 23.1 46.2 15.4 15.4

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 19.0 32.1 23.8 25.0

30人以上50人未満 23 43.5 30.4 8.7 17.4

50人以上100人未満 8 50.0 25.0 12.5 12.5

100人以上200人未満 6 33.3 16.7 0.0 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 0.0 25.0 50.0 25.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」   35.7％（前回比 +14.9ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  28.6％（前回比 -0.6ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 11.1％（前回比 -7.2ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再雇用制度】（前回調査比較） 

【再雇用制度/ 業種別、従業員規模別】 

35.7

20.8

28.6

29.2

11.1

18.3

24.6

31.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 35.7 28.6 11.1 24.6

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0 - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 18.2 45.5 18.2 18.2

製造業 16 56.3 18.8 6.3 18.8

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0 - - - -

運輸業・郵便業 11 36.4 54.5 9.1 0.0

卸売業・小売業 12 41.7 41.7 0.0 16.7

金融業・保険業 0 - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 0.0 0.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 40.0 0.0 60.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 42.9 14.3 28.6 14.3

教育・学習支援業 3 66.7 0.0 0.0 33.3

医療・福祉 24 45.8 8.3 16.7 29.2

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 30.8 38.5 7.7 23.1

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 29.8 31.0 14.3 25.0

30人以上50人未満 23 47.8 30.4 0.0 21.7

50人以上100人未満 8 75.0 0.0 12.5 12.5

100人以上200人未満 6 50.0 0.0 0.0 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 0.0 50.0 25.0 25.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」   38.1％（前回比 +11.4ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  27.8％（前回比 -1.4ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 12.7％（前回比 -4.8ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【柔軟な働き方（パートになっても正社員へ戻れる等）への支援】（前回調査比較） 

【柔軟な働き方（パートになっても正社員へ戻れる等）への支援/ 業種別、従業員規模別】 

38.1

26.7

27.8

29.2

12.7

17.5

21.4

26.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 38.1 27.8 12.7 21.4

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0 - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 18.2 50.0 18.2 13.6

製造業 16 50.0 18.8 12.5 18.8

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0 - - - -

運輸業・郵便業 11 36.4 36.4 27.3 0.0

卸売業・小売業 12 50.0 33.3 0.0 16.7

金融業・保険業 0 - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 100.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 60.0 0.0 40.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 57.1 0.0 28.6 14.3

教育・学習支援業 3 66.7 0.0 0.0 33.3

医療・福祉 24 50.0 12.5 12.5 25.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 30.8 46.2 7.7 15.4

その他 1 0.0 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 29.8 32.1 15.5 22.6

30人以上50人未満 23 47.8 34.8 4.3 13.0

50人以上100人未満 8 75.0 0.0 12.5 12.5

100人以上200人未満 6 50.0 0.0 0.0 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0

300人以上 4 75.0 0.0 0.0 25.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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全体：「すでに取り組んでいる」   2.4％（前回比 +2.4ポイント） 

  ：「今後取り組む予定である」  1.6％（前回比 -0.1ポイント） 

：「今後も取り組む予定はない」 6.3％（前回比 -9.5ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他】（前回調査比較） 

2.4

0.0

1.6

1.7

6.3

15.8

89.7

82.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

すでに取り組んでいる 今後取り組む予定である

今後も取り組む予定はない 無回答

【その他/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

す
で
に
取
り
組
ん
で
い

る 今
後
取
り
組
む
予
定
で

あ
る

今
後
も
取
り
組
む
予
定

は
な
い

無
回
答

126 2.4 1.6 6.3 89.7

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

漁業 0 - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 0.0 0.0 13.6 86.4

製造業 16 0.0 0.0 0.0 100.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

情報通信業 0 - - - -

運輸業・郵便業 11 0.0 0.0 9.1 90.9

卸売業・小売業 12 0.0 0.0 8.3 91.7

金融業・保険業 0 - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 0.0 100.0

宿泊業・飲食サービス業 5 20.0 0.0 0.0 80.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 14.3 85.7

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 0.0 100.0

医療・福祉 24 8.3 0.0 8.3 83.3

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 0.0 7.7 0.0 92.3

その他 1 0.0 0.0 0.0 100.0

10人以上30人未満 84 1.2 2.4 8.3 88.1

30人以上50人未満 23 0.0 0.0 0.0 100.0

50人以上100人未満 8 0.0 0.0 12.5 87.5

100人以上200人未満 6 16.7 0.0 0.0 83.3

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 100.0

300人以上 4 25.0 0.0 0.0 75.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（９）ワーク・ライフ・バランスの認知度 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランスについて、「言葉も内容も知っている」が 38.9％と最も割合が

高く、「言葉は聞いたことはあるが、内容までは知らない」が 40.5％、「言葉も内容も知らな

い」が 20.6％となっている。 

前回調査との比較では、「言葉も内容も知っている」と回答した割合が 9.7 ポイント高く

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体：「言葉も内容も知っている」 38.9％（前回比 +9.7ポイント） 

  ：『内容までは知らない』    40.5％（前回比 +1.3ポイント） 

：「言葉も内容も知らない」   20.6％（前回比 -9.4ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 19 貴事業所では、「ワーク・ライフ・バランス」という言葉を知ってい

ますか。次の中から１つ選んで○をつけてください。 

 

 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスの認知度】（前回調査比較） 

※『内容までは知らない』 ＝「言葉は聞いたことはあるが、内容までは知らない」 

38.9

29.2

40.5

39.2

20.6

30.0

0.0

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

言葉も内容も知っている

言葉は聞いたことはあるが、内容までは知らない

言葉も内容も知らない

無回答
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【ワーク・ライフ・バランスの認知度/ 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

言
葉
も
内
容
も
知

っ
て
い
る

言
葉
は
聞
い
た
こ
と
は
あ
る

が

、
内
容
ま
で
は
知
ら
な
い

言
葉
も
内
容
も
知
ら
な
い

126 38.9 40.5 20.6

農業・林業 2 0.0 100.0 0.0

漁業 0            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0

建設業 22 22.7 40.9 36.4

製造業 16 43.8 43.8 12.5

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -

運輸業・郵便業 11 72.7 9.1 18.2

卸売業・小売業 12 41.7 25.0 33.3

金融業・保険業 0            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 50.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 40.0 60.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 14.3 85.7 0.0

教育・学習支援業 3 100.0 0.0 0.0

医療・福祉 24 54.2 29.2 16.7

複合サービス事業 1 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 23.1 38.5 38.5

その他 1 0.0 100.0 0.0

10人以上30人未満 84 31.0 47.6 21.4

30人以上50人未満 23 43.5 30.4 26.1

50人以上100人未満 8 50.0 37.5 12.5

100人以上200人未満 6 83.3 16.7 0.0

200人以上300人未満 1 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 75.0 0.0 25.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（10）ワーク・ライフ・バランスの進捗状況 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランスの進捗状況ついて、「あまり進んでいない」が 39.7％と最も割

合が高く、次いで、「ある程度進んでいる」が 31.7％、「進んでいない」が 18.3％となって

いる。「進んでいる」と回答した割合は 9.5％であった。 

前回調査との比較では、「進んでいる」が 5.3 ポイント増、「進んでいない」が 14.2 ポイ

ント減となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体：「進んでいる」      9.5％（前回比 +5.3ポイント） 

  ：「ある程度進んでいる」  31.7％（前回比 +8.4ポイント） 

：「あまり進んでいない」  39.7％（前回比 +2.2ポイント） 

：「進んでいない」     18.3％（前回比 -14.2ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 20 貴事業所では、「ワーク・ライフ・バランス」の取り組みが進んでいると思います

か。次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

 

 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスの進捗状況】（前回調査比較） 

9.5

4.2

31.7

23.3

39.7

37.5

18.3

32.5

0.8

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件

進んでいる ある程度進んでいる あまり進んでいない

進んでいない 無回答
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【ワーク・ライフ・バランスの進捗状況/ 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

進
ん
で
い
る

あ
る
程
度
進
ん
で
い
る

あ
ま
り
進
ん
で
い
な
い

進
ん
で
い
な
い

無
回
答

126 9.5 31.7 39.7 18.3 0.8

農業・林業 2 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

漁業 0            -            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 0.0 22.7 45.5 31.8 0.0

製造業 16 0.0 37.5 37.5 25.0 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 9.1 36.4 45.5 9.1 0.0

卸売業・小売業 12 0.0 25.0 58.3 16.7 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 20.0 40.0 20.0 20.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 14.3 71.4 14.3 0.0

教育・学習支援業 3 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0

医療・福祉 24 25.0 41.7 20.8 8.3 4.2

複合サービス事業 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 23.1 23.1 15.4 38.5 0.0

その他 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 9.5 31.0 38.1 20.2 1.2

30人以上50人未満 23 8.7 26.1 43.5 21.7 0.0

50人以上100人未満 8 0.0 37.5 50.0 12.5 0.0

100人以上200人未満 6 16.7 66.7 16.7 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 25.0 25.0 50.0 0.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（11）ワーク・ライフ・バランスのメリット 

 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランスに取り組むメリットついて、「優秀な人材が辞めないですむ」

が 67.3％と最も割合が高く、次いで、「従業員の労働意欲が向上する」（48.1％）、「支援を受

けた従業員の会社への忠誠心が高まり、子育て復帰後、貢献が期待できる」（30.8％）と続

いている。 

前回調査との比較では、全ての項目で取り組むメリットを感じている事業所が増えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 21 問 20 で「１．進んでいる」、「２．ある程度進んでいる」と回答した方におたず

ねします。「ワーク・ライフ・バランス」に取り組んで、どんなメリットがありま

したか。次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

 

 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスのメリット】（前回調査比較） 

67.3

19.2

30.8

48.1

19.2

21.2

19.2

3.8

32.4

9.5

13.5

18.9

5.4

13.5

6.8

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

優秀な人材が辞めないですむ

優秀な人材を採用することができる

支援を受けた従業員の会社への忠誠心が高まり、子育て

復帰後、貢献が期待できる

従業員の労働意欲が向上する

一時的に休みを取る従業員が増えることは、これまでの

仕事の進め方を見直す契機となる

従業員が仕事と育児（介護）の両立に取り組む中で時間

の管理がうまくなる

育児経験や生活者の視点がビジネスに役立つ

その他

今回調査

N=52件

平成28年調査

N=74件
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【ワーク・ライフ・バランスのメリット/ 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

優
秀
な
人
材
が
辞
め
な
い
で
す
む

優
秀
な
人
材
を
採
用
す
る
こ
と
が
で

き
る

支
援
を
受
け
た
従
業
員
の
会
社
へ
の

忠
誠
心
が
高
ま
り

、
子
育
て
復
帰

後

、
貢
献
が
期
待
で
き
る

従
業
員
の
労
働
意
欲
が
向
上
す
る

一
時
的
に
休
み
を
取
る
従
業
員
が
増

え
る
こ
と
は

、
こ
れ
ま
で
の
仕
事
の

進
め
方
を
見
直
す
契
機
と
な
る

従
業
員
が
仕
事
と
育
児

（
介
護

）
の

両
立
に
取
り
組
む
中
で
時
間
の
管
理

が
う
ま
く
な
る

育
児
経
験
や
生
活
者
の
視
点
が
ビ
ジ

ネ
ス
に
役
立
つ

そ
の
他

35 67.3 19.2 30.8 48.1 19.2 21.2 19.2 3.8

農業・林業 0            -            -            -            -            -            -            -            -

漁業 0            -            -            -            -            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 0            -            -            -            -            -            -            -            -

建設業 5 80.0 0.0 0.0 40.0 40.0 40.0 0.0 0.0

製造業 6 83.3 0.0 66.7 50.0 16.7 16.7 33.3 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0            -            -            -            -            -            -            -            -

情報通信業 0            -            -            -            -            -            -            -            -

運輸業・郵便業 3 40.0 40.0 20.0 80.0 0.0 0.0 20.0 20.0

卸売業・小売業 4 66.7 0.0 100.0 66.7 33.3 33.3 0.0 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -            -            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1            -            -            -            -            -            -            -            -

学術研究・専門・ 技術サービス業 0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 50.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 3 0.0 0.0 33.3 66.7 0.0 33.3 33.3 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 1 100.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

医療・福祉 7 81.3 37.5 18.8 50.0 12.5 25.0 12.5 6.3

複合サービス事業 0            -            -            -            -            -            -            -            -

サービス業 （他に分類されないもの） 2 83.3 16.7 50.0 16.7 50.0 16.7 16.7 0.0

その他 0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 21 64.7 14.7 32.4 55.9 23.5 20.6 23.5 2.9

30人以上50人未満 7 75.0 12.5 0.0 37.5 12.5 12.5 12.5 12.5

50人以上100人未満 2 66.7 33.3 33.3 33.3 33.3 33.3 0.0 0.0

100人以上200人未満 3 80.0 60.0 60.0 0.0 0.0 40.0 20.0 0.0

200人以上300人未満 0            -            -            -            -            -            -            -            -

300人以上 2 50.0 0.0 50.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（12）ワーク・ライフ・バランスに取り組んで良かったこと 

 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランスに取り組んで良かった内容について、「休業制度（育児休業や

介護休業等）」が 21.4％と最も割合が高く、次いで、「時間外労働の削減促進」（19.0％）、「再

雇用制度」（15.9％）と続いている。 

前回調査との比較では、「時間外労働の削減促進」と「休暇取得の促進」の割合が 10ポイ

ント以上高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 22 「取り組んで良かった」と思う内容はどれですか。次の中から該当するもの全て

に○をつけてください。 

 

 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスに取り組んで良かったこと】（前回調査比較） 

21.4

7.1

1.6

3.2

2.4

7.9

4.0

15.9

12.7

7.9

19.0

15.1

1.6

0.8

15.8

10.8

4.2

0.0

2.5

6.7

5.0

9.2

13.3

7.5

5.8

5.0

6.7

0.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

休業制度（育児休業や介護休業等）

フレックスタイム制、短時間勤務制度

育児・介護サービスに関する経済的支援

在宅勤務、転勤への配慮、テレワーク

事業所内保育施設の設置・運営

休暇制度（子の看護休暇や介護休暇等）

復職への支援（休暇中の情報提供、復職後の研修等）

再雇用制度

就業形態の移行（正社員、パート等）

業務分担の見直し

時間外労働の削減促進

休暇取得の促進

多能工（何種類もの仕事ができる従業員）の育成

その他

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件
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【ワーク・ライフ・バランスに取り組んで良かったこと/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

休
業
制
度

（
育
児
休
業
や
介
護

休
業
等

）

フ
レ

ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制

、
短
時

間
勤
務
制
度

育
児
・
介
護
サ
ー

ビ
ス
に
関
す

る
経
済
的
支
援

在
宅
勤
務

、
転
勤
へ
の
配
慮

、

テ
レ
ワ
ー

ク

事
業
所
内
保
育
施
設
の
設
置
・

運
営

休
暇
制
度

（
子
の
看
護
休
暇
や

介
護
休
暇
等

）

復
職
へ
の
支
援

（
休
暇
中
の
情

報
提
供

、
復
職
後
の
研
修
等

）
126 21.4 7.1 1.6 3.2 2.4 7.9 4.0

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

漁業 0            -            -            -            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

建設業 22 4.5 0.0 0.0 4.5 0.0 4.5 13.6

製造業 16 25.0 6.3 0.0 6.3 0.0 6.3 6.3

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 0.0 9.1 0.0 9.1 0.0 0.0 0.0

卸売業・小売業 12 25.0 8.3 0.0 0.0 0.0 8.3 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 40.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0

教育・学習支援業 3 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0 33.3 0.0

医療・福祉 24 50.0 20.8 8.3 0.0 8.3 20.8 4.2

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 15.4 0.0 0.0 0.0 7.7 0.0 0.0

その他 1 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 15.5 6.0 0.0 3.6 1.2 4.8 3.6

30人以上50人未満 23 21.7 8.7 0.0 4.3 0.0 8.7 4.3

50人以上100人未満 8 37.5 0.0 0.0 0.0 0.0 12.5 12.5

100人以上200人未満 6 66.7 16.7 16.7 0.0 16.7 33.3 0.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

300人以上 4 50.0 25.0 25.0 0.0 25.0 25.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数

回
答
数

再
雇
用
制
度

就
業
形
態
の
移
行

（
正
社
員

、

パ
ー

ト
等

）

業
務
分
担
の
見
直
し

時
間
外
労
働
の
削
減
促
進

休
暇
取
得
の
促
進

多
能
工

（
何
種
類
も
の
仕
事
が

で
き
る
従
業
員

）
の
育
成

そ
の
他

126 15.9 12.7 7.9 19.0 15.1 1.6 0.8

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

漁業 0            -            -            -            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

建設業 22 22.7 4.5 4.5 18.2 13.6 0.0 0.0

製造業 16 18.8 12.5 0.0 31.3 18.8 6.3 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -            -            -            -

運輸業・郵便業 11 9.1 9.1 0.0 18.2 0.0 0.0 0.0

卸売業・小売業 12 0.0 0.0 0.0 8.3 16.7 0.0 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 50.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 20.0 40.0 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 3 0.0 66.7 33.3 0.0 66.7 0.0 0.0

医療・福祉 24 29.2 29.2 12.5 20.8 16.7 0.0 4.2

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 15.4 0.0 15.4 46.2 23.1 7.7 0.0

その他 1 0.0 0.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 14.3 7.1 7.1 23.8 14.3 2.4 0.0

30人以上50人未満 23 13.0 17.4 8.7 8.7 8.7 0.0 0.0

50人以上100人未満 8 37.5 37.5 12.5 25.0 25.0 0.0 0.0

100人以上200人未満 6 33.3 50.0 16.7 0.0 50.0 0.0 16.7

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

300人以上 4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（13）ワーク・ライフ・バランスの取り組みが（あまり）進んでいない理由 

 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランスの取り組みが（あまり）進んでいない理由について、「現状で

特に問題は生じていない」が 60.3％と最も割合が高く、次いで、「人的余裕がない」（42.5％）、

「育児・介護休暇等を導入した場合の代替要員が確保できない」（27.4％）と続いている。 

前回調査との比較では、「育児・介護休暇等を導入した場合の代替要員が確保できない」、

「現状で特に問題は生じていない」、「利益の減少やコストの増大により運営に影響が生じる」

の割合がわずかに高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 23 問 20 で「３．あまり進んでいない」、「４．進んでいない」と回答した方におた

ずねします。（あまり）進んでいない理由は何ですか。次の中から該当するもの全

てに○をつけてください。 

 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスの取り組みが（あまり）進んでいない理由】（前回調査比較） 

27.4

11.0

6.8

60.3

42.5

11.0

1.4

25.0

13.1

9.5

59.5

48.8

8.3

6.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

育児・介護休暇等を導入した場合の代替要員が確保でき

ない

従業員間に不公平感が生じる

業務管理等が煩雑になり支障をきたす

現状で特に問題は生じていない

人的余裕がない

利益の減少やコストの増大により運営に影響が生じる

その他

今回調査

N=73件

平成28年調査

N=84件
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【ワーク・ライフ・バランスの取り組みが（あまり）進んでいない理由/ 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

育
児
・
介
護
休
暇
等
を
導
入
し

た
場
合
の
代
替
要
員
が
確
保
で

き
な
い

従
業
員
間
に
不
公
平
感
が
生
じ

る 業
務
管
理
等
が
煩
雑
に
な
り
支

障
を
き
た
す

現
状
で
特
に
問
題
は
生
じ
て
い

な
い

人
的
余
裕
が
な
い

利
益
の
減
少
や
コ
ス
ト
の
増
大

に
よ
り
運
営
に
影
響
が
生
じ
る

そ
の
他

73 27.4 11.0 6.8 60.3 42.5 11.0 1.4

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

漁業 0            -            -            -            -            -            -            -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

建設業 17 29.4 5.9 5.9 58.8 47.1 11.8 0.0

製造業 10 30.0 20.0 0.0 60.0 40.0 10.0 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業 0            -            -            -            -            -            -            -

運輸業・郵便業 6 0.0 16.7 16.7 16.7 66.7 16.7 16.7

卸売業・小売業 9 33.3 22.2 11.1 77.8 44.4 33.3 0.0

金融業・保険業 0            -            -            -            -            -            -            -

不動産業・物品賃貸業 1 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 0            -            -            -            -            -            -            -

宿泊業・飲食サービス業 2 50.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 6 33.3 0.0 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0

教育・学習支援業 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

医療・福祉 7 14.3 0.0 0.0 85.7 42.9 0.0 0.0

複合サービス事業 1 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 7 42.9 14.3 14.3 28.6 28.6 14.3 0.0

その他 0            -            -            -            -            -            -            -

10人以上30人未満 49 30.6 14.3 4.1 57.1 42.9 14.3 0.0

30人以上50人未満 15 26.7 0.0 6.7 73.3 40.0 6.7 6.7

50人以上100人未満 5 0.0 0.0 20.0 60.0 20.0 0.0 0.0

100人以上200人未満 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0

300人以上 2 50.0 50.0 50.0 0.0 100.0 0.0 0.0

従
業
員
数

 全 体

業
 

種
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（14）ワーク・ライフ・バランスを推進するために行政に望むこと 

 

 

 

 

ワーク・ライフ・バランスを推進するために、行政に望むことについて、「育児や介護に

関して利用したサービスに対しての費用助成」が 48.4％と最も割合が高く、次いで「保育

所・学童保育の充実」（32.5％）、「求人・求職情報の提供や職業相談の充実」（18.3％）と続

いている。 

前回調査との比較では、「育児や介護に関して利用したサービスに対しての費用助成」と

「求人・求職情報の提供や職業相談の充実」の割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 24 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進するために、行政に望む

ことは何ですか。次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

 

 

 

【ワーク・ライフ・バランスを推進するために行政に望むこと】（前回調査比較） 

10.3

9.5

13.5

32.5

8.7

48.4

18.3

6.3

9.5

0.8

15.0

10.8

23.3

37.5

13.3

34.2

11.7

10.0

10.8

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ホームページやパンフレット等による情報提供や広報啓発

企業・団体に対する講座・セミナー・シンポジウムなどの開催

先進的取り組み事例の紹介

保育所・学童保育の充実

事業所内託児施設に対する支援

育児や介護に関して利用したサービスに対しての費用助成

求人・求職情報の提供や職業相談の充実

労働時間短縮などの労働条件の改善に関する助言・指導等

公共調達における優遇制度

その他

今回調査

N=126件

平成28年調査

N=120件
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【ワーク・ライフ・バランスを推進するために行政に望むこと/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

ホ
ー

ム
ペ
ー

ジ
や
パ
ン
フ
レ

ッ

ト
等
に
よ
る
情
報
提
供
や
広
報

啓
発

企
業
・
団
体
に
対
す
る
講
座
・

セ
ミ
ナ
ー

・
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
な

ど
の
開
催

先
進
的
取
り
組
み
事
例
の
紹
介

保
育
所
・
学
童
保
育
の
充
実

事
業
所
内
託
児
施
設
に
対
す
る

支
援

育
児
や
介
護
に
関
し
て
利
用
し

た
サ
ー

ビ
ス
に
対
し
て
の
費
用

助
成

求
人
・
求
職
情
報
の
提
供
や
職

業
相
談
の
充
実

労
働
時
間
短
縮
な
ど
の
労
働
条

件
の
改
善
に
関
す
る
助
言
・
指

導
等

公
共
調
達
に
お
け
る
優
遇
制
度

そ
の
他

126 10.3 9.5 13.5 32.5 8.7 48.4 18.3 6.3 9.5 0.8

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0

漁業 0 - - - - - - - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

建設業 22 9.1 13.6 9.1 40.9 4.5 50.0 18.2 4.5 18.2 0.0

製造業 16 18.8 6.3 6.3 31.3 6.3 56.3 25.0 0.0 0.0 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業 0 - - - - - - - - - -

運輸業・郵便業 11 9.1 9.1 18.2 27.3 0.0 54.5 45.5 0.0 27.3 0.0

卸売業・小売業 12 16.7 16.7 8.3 16.7 8.3 16.7 25.0 16.7 16.7 8.3

金融業・保険業 0 - - - - - - - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 100.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 20.0 20.0 0.0 60.0 0.0 20.0 20.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 14.3 42.9 14.3 57.1 0.0 0.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 3 0.0 33.3 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0

医療・福祉 24 12.5 4.2 8.3 37.5 20.8 45.8 20.8 4.2 0.0 0.0

複合サービス事業 1 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 7.7 15.4 30.8 30.8 15.4 53.8 7.7 0.0 0.0 0.0

その他 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 13.1 10.7 14.3 33.3 4.8 48.8 16.7 6.0 9.5 0.0

30人以上50人未満 23 4.3 4.3 8.7 26.1 4.3 43.5 30.4 13.0 17.4 4.3

50人以上100人未満 8 0.0 0.0 0.0 50.0 37.5 62.5 12.5 0.0 0.0 0.0

100人以上200人未満 6 16.7 33.3 16.7 16.7 16.7 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

300人以上 4 0.0 0.0 50.0 50.0 50.0 50.0 25.0 0.0 0.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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４．ハラスメントに対する取り組みについて 

（１）ハラスメント問題の状況 

 

 

 

ハラスメント問題の状況について、「パワーハラスメント（皆の前で些細なことを大声で𠮟

責する、無視する、就業間際に過大な仕事を毎回押し付ける等）」が 18.3％と最も割合が高く

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 25 貴事業所では、何らかのハラスメントが問題になったことがありますか。次

の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

 

【ハラスメント問題の状況】 

4.0

0.0

1.6

18.3

9.5

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

セクシュアル・ハラスメント（性的な話をする、不必要に

体をさわる、酒席でお酌やデュエットを強要する、「男の

くせに」「女だから」等の言い方をする等）

性的少数者（LGBT等）に関するハラスメント（不利な扱い

をする、笑いのネタにする等）

マタニティ・ハラスメント（妊娠・出産等を理由に他の人

と差別する、妊娠中や産休明け等に心無い言葉を言う等）

パワーハラスメント（皆の前で些細なことを大声で 責す

る、無視する、就業間際に過大な仕事を毎回押し付ける

等）

その他

N=126件
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【ハラスメント問題の状況/ 業種別、従業員規模別】 

（％）

回
答
数

セ
ク
シ

ュ
ア
ル
・
ハ
ラ
ス
メ
ン

ト 性
的
少
数
者

（
L
G
B
T
等

）

に
関
す
る
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

マ
タ
ニ
テ
ィ
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

パ
ワ
ー

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

そ
の
他

126 4.0 0.0 1.6 18.3 9.5

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

漁業 0 - - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

建設業 22 0.0 0.0 0.0 22.7 4.5

製造業 16 6.3 0.0 0.0 18.8 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業 0 - - - - -

運輸業・郵便業 11 9.1 0.0 0.0 18.2 9.1

卸売業・小売業 12 0.0 0.0 8.3 16.7 8.3

金融業・保険業 0 - - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 0.0 0.0 40.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 14.3 0.0 0.0 14.3 0.0

教育・学習支援業 3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

医療・福祉 24 4.2 0.0 0.0 12.5 12.5

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 7.7 0.0 7.7 30.8 23.1

その他 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 2.4 0.0 1.2 16.7 7.1

30人以上50人未満 23 4.3 0.0 0.0 17.4 21.7

50人以上100人未満 8 12.5 0.0 0.0 12.5 12.5

100人以上200人未満 6 0.0 0.0 16.7 33.3 0.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

300人以上 4 25.0 0.0 0.0 50.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（２）ハラスメント防止の取り組み状況 

 

 

 

ハラスメント防止の取り組みについて、「防止策や対応等の何らかの取り組みを行ってい

る」と回答した割合が 35.7％と最も高く、次いで、「必要性を感じていない」（27.0％）、「必

要性は感じているが、取り組みは行っていない」（16.7％）と続いている。 

「防止策や対応等の何らかの取り組みを行っている」は製造業、卸売業・小売業、医療・

福祉の割合が高いが、50％前後である。従業員数でみると、「30 人以上 50 人未満」「100 人

以上 200人未満」の割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 26 貴事業所ではハラスメント防止の取り組みを行っていますか。次の中から１つ

選んで○をつけてください。 

 

【ハラスメント防止の取り組み状況】 

35.7 10.3 16.7 27.0 4.0 6.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

N=126件

防止策や対応等の何らかの取り組みを行っている

現在検討・計画中である

必要性は感じているが、取り組みは行っていない

必要性を感じていない

その他

無回答
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【ハラスメント防止の取り組み状況/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

防
止
策
や
対
応
等
の
何
ら
か
の

取
り
組
み
を
行

っ
て
い
る

現
在
検
討
・
計
画
中
で
あ
る

必
要
性
は
感
じ
て
い
る
が

、
取

り
組
み
は
行

っ
て
い
な
い

必
要
性
を
感
じ
て
い
な
い

そ
の
他

無
回
答

126 35.7 10.3 16.7 27.0 4.0 6.3

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

漁業 0 - - - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

建設業 22 27.3 18.2 4.5 45.5 0.0 4.5

製造業 16 56.3 6.3 12.5 12.5 12.5 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業 0 - - - - - -

運輸業・郵便業 11 0.0 9.1 54.5 36.4 0.0 0.0

卸売業・小売業 12 41.7 0.0 16.7 33.3 8.3 0.0

金融業・保険業 0 - - - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 40.0 0.0 20.0 20.0 0.0 20.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 28.6 42.9 28.6 0.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 3 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

医療・福祉 24 50.0 12.5 16.7 8.3 0.0 12.5

複合サービス事業 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 23.1 0.0 0.0 46.2 15.4 15.4

その他 1 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 28.6 9.5 16.7 32.1 4.8 8.3

30人以上50人未満 23 43.5 13.0 17.4 21.7 0.0 4.3

50人以上100人未満 8 25.0 25.0 25.0 12.5 12.5 0.0

100人以上200人未満 6 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

300人以上 4 75.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0

業
 

種

従
業
員
数

 全 体
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（３）ハラスメント防止の取り組み内容 

       

 

 

 

 

 

ハラスメント防止の取り組み内容について、「就業規則等で禁止を明文化している」

（66.7％）と「相談・苦情等に対処するための相談窓口（担当）を設けている」（62.2％）の

割合が特に高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 27  問 26で「１．防止策や対応等の何らかの取り組みを行っている」と回答した方

におたずねします。貴事業所ではハラスメントを防止するために、どのような取

り組みを行っていますか。次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

 

【ハラスメント防止の取り組み状況】 

62.2

66.7

20.0

26.7

24.4

24.4

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

相談・苦情等に対処するための相談窓口（担当）を設けて

いる

就業規則等で禁止を明文化している

事業所内の発行物に記事を掲載する等、意識啓発を行って

いる

問題が生じた場合の対応を明文化している

防止のための研修、講習等を実施している

事業所内で実態把握のための調査を行っている

その他

N=45件
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【ハラスメント防止の取り組み状況/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

相
談
・
苦
情
等
に
対
処
す
る
た

め
の
相
談
窓
口

（
担
当

）
を
設

け
て
い
る

就
業
規
則
等
で
禁
止
を
明
文
化

し
て
い
る

事
業
所
内
の
発
行
物
に
記
事
を

掲
載
す
る
等

、
意
識
啓
発
を

行

っ
て
い
る

問
題
が
生
じ
た
場
合
の
対
応
を

明
文
化
し
て
い
る

防
止
の
た
め
の
研
修

、
講
習
等

を
実
施
し
て
い
る

事
業
所
内
で
実
態
把
握
の
た
め

の
調
査
を
行

っ
て
い
る

そ
の
他

45 62.2 66.7 20.0 26.7 24.4 24.4 4.4

農業・林業 0 - - - - - - -

漁業 0 - - - - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 0 - - - - - - -

建設業 6 33.3 66.7 16.7 0.0 16.7 16.7 0.0

製造業 9 88.9 77.8 33.3 44.4 22.2 22.2 0.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 0 - - - - - - -

情報通信業 0 - - - - - - -

運輸業・郵便業 0 - - - - - - -

卸売業・小売業 5 40.0 60.0 20.0 20.0 40.0 40.0 20.0

金融業・保険業 0 - - - - - - -

不動産業・物品賃貸業 0 - - - - - - -

学術研究・専門・ 技術サービス業 0 - - - - - - -

宿泊業・飲食サービス業 2 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 2 50.0 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 3 33.3 100.0 0.0 0.0 33.3 0.0 0.0

医療・福祉 12 66.7 75.0 16.7 41.7 25.0 25.0 0.0

複合サービス事業 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 3 66.7 33.3 33.3 0.0 33.3 66.7 0.0

その他 1 100.0 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0

10人以上30人未満 24 62.5 45.8 8.3 20.8 25.0 29.2 8.3

30人以上50人未満 10 50.0 80.0 10.0 0.0 20.0 20.0 0.0

50人以上100人未満 2 100.0 100.0 50.0 100.0 0.0 50.0 0.0

100人以上200人未満 6 66.7 100.0 50.0 50.0 50.0 16.7 0.0

200人以上300人未満 0 - - - - - - -

300人以上 3 66.7 100.0 66.7 66.7 0.0 0.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（４）ハラスメント防止を行っていない理由 

 

 

 

 

 

ハラスメント防止を行っていない理由について、「ハラスメントや問題が発生していない

ため」が 43.6％、「従業員のコミュニケーションがとれているため」と「その他」がともに

14.5％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 28 問 26で「３．必要性は感じているが、取り組みは行っていない」または「４．

必要性を感じていない」と回答した方におたずねします。その理由はなぜで

すか。 

 

【ハラスメント防止を行っていない理由】 

43.6 14.5 14.5 27.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

N=55件

ハラスメントや問題が発生していないため 従業員のコミュニケーションがとれているため

その他 無回答
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（５）ハラスメントの対応で難しいこと 

 

 

 

ハラスメントの対応で難しいことについて、「どこまでがハラスメントに該当するか、判

断が難しい」が 65.9％と最も割合が高く、判断基準の難しさを感じている事業所が多い。次

いで、「被害者とハラスメントの行為者の言い分が食い違う等、事実確認が難しい」（42.1％）、

「ハラスメントの行為者や他の従業員にこの問題を理解させるのが難しい」（20.6％）と続

いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 29 貴事業所において、ハラスメントが起こった場合、対応として特に難しいと感

じるのはどのようなことですか。次の中から該当するもの全てに○をつけてく

ださい。 

 

 

【ハラスメントの対応で難しいこと】 

19.8

65.9

20.6

5.6

42.1

4.0

5.6

1.6

10.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

プライバシーの保持が難しい

どこまでがハラスメントに該当するか、判断が難しい

ハラスメントの行為者や他の従業員にこの問題を理解さ

せるのが難しい

相談を受ける時に、どのような点に留意するべきかわか

らない

被害者とハラスメントの行為者の言い分が食い違う等、

事実確認が難しい

相談を受けた後、どのように対応したらよいかわからな

い

日常の業務が忙しいため、対応する余裕がない

その他

特にない

N=126件
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【ハラスメントの対応で難しいこと/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

プ
ラ
イ
バ
シ
ー

の
保
持
が
難
し

い ど
こ
ま
で
が
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
に

該
当
す
る
か

、
判
断
が
難
し
い

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
行
為
者
や
他

の
従
業
員
に
こ
の
問
題
を
理
解

さ
せ
る
の
が
難
し
い

相
談
を
受
け
る
時
に

、
ど
の
よ

う
な
点
に
留
意
す
る
べ
き
か
わ

か
ら
な
い

被
害
者
と
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
行

為
者
の
言
い
分
が
食
い
違
う

等

、
事
実
確
認
が
難
し
い

相
談
を
受
け
た
後

、
ど
の
よ
う

に
対
応
し
た
ら
よ
い
か
わ
か
ら

な
い

日
常
の
業
務
が
忙
し
い
た
め

、

対
応
す
る
余
裕
が
な
い

そ
の
他

特
に
行

っ
て
い
な
い

126 19.8 65.9 20.6 5.6 42.1 4.0 5.6 1.6 10.3

農業・林業 2 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0

漁業 0 - - - - - - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

建設業 22 18.2 63.6 27.3 0.0 45.5 0.0 4.5 0.0 13.6

製造業 16 18.8 50.0 18.8 0.0 43.8 6.3 0.0 0.0 25.0

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

情報通信業 0 - - - - - - - - -

運輸業・郵便業 11 18.2 54.5 36.4 0.0 63.6 0.0 9.1 0.0 9.1

卸売業・小売業 12 33.3 66.7 16.7 8.3 25.0 0.0 0.0 8.3 8.3

金融業・保険業 0 - - - - - - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 80.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 14.3 71.4 28.6 0.0 28.6 0.0 0.0 0.0 0.0

教育・学習支援業 3 66.7 66.7 0.0 0.0 66.7 0.0 0.0 0.0 0.0

医療・福祉 24 25.0 75.0 16.7 8.3 45.8 8.3 16.7 0.0 4.2

複合サービス事業 1 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 7.7 53.8 30.8 15.4 53.8 15.4 7.7 7.7 7.7

その他 1 100.0 100.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

10人以上30人未満 84 15.5 67.9 23.8 6.0 33.3 3.6 6.0 1.2 11.9

30人以上50人未満 23 26.1 52.2 8.7 0.0 47.8 0.0 0.0 4.3 13.0

50人以上100人未満 8 25.0 87.5 37.5 12.5 50.0 12.5 12.5 0.0 0.0

100人以上200人未満 6 50.0 66.7 16.7 16.7 83.3 16.7 16.7 0.0 0.0

200人以上300人未満 1 100.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

300人以上 4 0.0 75.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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（６）性的少数者（ＬＧＢＴ等）に配慮した取り組み状況 

 

 

 

性的少数者（ＬＧＢＴ等）に配慮した取り組みについては、「特に行っていない」が 81.0％

となっており、多くの事業所で多様な人材が活躍できる職場環境づくりが進んでいないとい

える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 30 性的少数者（ＬＧＢＴ等）に対しては配慮した職場環境を整えることも要請さ

れていますが、貴事業所では、どのような取り組みを行っていますか。 

 

 

【性的少数者（ＬＧＢＴ等）に配慮した取り組み状況】 

0.0

2.4

0.0

3.2

6.3

0.8

81.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

性的少数者（LGBT等）について正しい理解のための研修を

行っている

性的指向・性自認に基づくハラスメント等の禁止を社内規

定に明記している

福利厚生の適用範囲拡大等の人事制度を改定している

相談窓口を設置している

多目的トイレの設置等の環境整備を行っている

その他

特に行っていない

N=126件
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【性的少数者（ＬＧＢＴ等）に配慮した取り組み状況/ 業種別、従業員規模別】 
（％）

回
答
数

性
的
少
数
者

（
L
G
B
T
等

）

に
つ
い
て
正
し
い
理
解
の
た
め

の
研
修
を
行

っ
て
い
る

性
的
指
向
・
性
自
認
に
基
づ
く

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
の
禁
止
を
社

内
規
定
に
明
記
し
て
い
る

福
利
厚
生
の
適
用
範
囲
拡
大
等

の
人
事
制
度
を
改
定
し
て
い
る

相
談
窓
口
を
設
置
し
て
い
る

多
目
的
ト
イ
レ
の
設
置
等
の
環

境
整
備
を
行

っ
て
い
る

そ
の
他

特
に
行

っ
て
い
な
い

126 0.0 2.4 0.0 3.2 6.3 0.8 81.0

農業・林業 2 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0

漁業 0 - - - - - - -

工業・採石業・ 砂利採取業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

建設業 22 0.0 4.5 0.0 0.0 4.5 0.0 81.8

製造業 16 0.0 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 87.5

電気・ガス・ 熱供給・水道業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0

情報通信業 0 - - - - - - -

運輸業・郵便業 11 0.0 0.0 0.0 9.1 9.1 0.0 81.8

卸売業・小売業 12 0.0 8.3 0.0 0.0 0.0 0.0 91.7

金融業・保険業 0 - - - - - - -

不動産業・物品賃貸業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

学術研究・専門・ 技術サービス業 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

宿泊業・飲食サービス業 5 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

生活関連サービス業 ・娯楽業 7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 85.7

教育・学習支援業 3 0.0 33.3 0.0 0.0 33.3 0.0 33.3

医療・福祉 24 0.0 0.0 0.0 0.0 4.2 0.0 83.3

複合サービス事業 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

サービス業 （他に分類されないもの） 13 0.0 0.0 0.0 7.7 15.4 7.7 61.5

その他 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

10人以上30人未満 84 0.0 1.2 0.0 3.6 7.1 1.2 79.8

30人以上50人未満 23 0.0 0.0 0.0 4.3 4.3 0.0 82.6

50人以上100人未満 8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

100人以上200人未満 6 0.0 33.3 0.0 0.0 16.7 0.0 50.0

200人以上300人未満 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

300人以上 4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

 全 体

業
 

種

従
業
員
数
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最後に貴事業所における女性の働き方やワーク・ライフ・バランスの推進にあたって、

ご意見・ご要望等ありましたら、ご記入ください。 

 

【集計結果】 

NO. 内容

1
年齢層によって、女性の働き方や性的少数者に対する認識の差が当該当地域では見受け
られるため正しい知識を得られる機会を作っていくべきだと考えます。

2
女性の活躍は賛成だが限度もありうる（中小企業には）休み、産休、子供のためなど
で。

3
女性雇用を積極的に行っているが、求人がないのが現状。行政の推進を小規模企業では
現実的に取り込めないのが現状です。

4
コロナ感染対策や育休などによる人材不足でかなり業務に負担が生じています。そのよ
うな状況でこのような時間を要するアンケートは非常に困ります。もう少し事業所の事
も考えてほしい。

5
育休取得100％にて、他のスタッフの負担がかかっている。育休取得など行政は権利の
行使を広報するが、義務に関する部分もうたって欲しい。又、多忙な中このようなアン
ケートも事業負担になっているので、アンケートばかり送らないでほしい。

6

男性従業員の現場作業が主となる業種なので調査回答に難しい点がありましたが、代表
者においては労働時間の短縮、残業なしなどを掲げ、家庭協力の参画を推進しておりま
す。毎日の朝礼の場におけるラジオ体操、報・連・相と10人足らずの従業員数だからこ
そ目配り、気配りが大いに発揮でき、楽しい職場と自負出来ます。

7
核家族の増加や介護による子供へのサポート体制が不足する家庭の増加に対する子供へ
のサポート（学童・土曜保育の促進など）が増えれば働くお母さんは助かると思いま
す。
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調査票 
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男女共同参画に関する事業所実態調査 

調査へのご協力のお願い 

 
事業所の皆さまには、日頃から市行政の推進にご協力とご理解をいただき、ありがと

うございます。 

玉名市では、男女が性別にとらわれることなく、喜びや責任を分かち合い、その個性と

能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現に向けて、さまざまな取り組みを行っ

ております。 

この調査は、事業所における男女共同参画に関する状況を把握するとともに、今後の

玉名市の男女共同参画行政を充実させていくための基礎資料とすることを目的として実

施するものです。 

調査の結果は、すべて統計的に処理、分析をします。結果を公表することはあります

が、事業所が特定されることはなく、また調査の目的以外に使用することはありません。 

お忙しいところ誠に恐縮ですが、調査の趣意をご理解いただき、ご協力くださいます

ようお願いいたします。 

 

令和３年 10月 

玉名市長 藏原 隆浩 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査票記入にあたってのお願い 
 

● 経営者（代表者・責任者）または人事・労務担当を担当されている方がご記

入ください。 

● この調査は、市内に本店を置く従業員10人以上の事業所を対象としています。 

● 記入にあたっては令和３年４月１日の状況でお答えください。 

● ボールペンまたは鉛筆などで、はっきりご記入ください。 

● 回答は、該当する番号を○で囲むか、必要事項をご記入ください。 

「その他」のときは、（ ）内に具体的な内容をご記入ください。 

● ご記入後は、調査票のみを同封の返信用封筒に入れ、切手を貼らずに、 

令和３年10月12日（火）までにご投函ください。 

● この調査についてのお問い合わせなどは、下記までお願いします。 

 

玉名市役所 総務部 人権啓発課 男女共同参画係 

〒865-8501 玉名市岩崎163  

電話：0968-75-1119 FAX：0968-75-1166 
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１．事業所の概要について 

問１ 業種について、次の中から１つ選び○をつけてください。１つの事業所において複数

の経済活動を行っている場合は、主要な活動（例えば利益や売上高の最も大きいもの）

を選んでください。 

１．農業、林業        ８．運輸業、郵便業       15．教育、学習支援業 

２．漁業           ９．卸売業、小売業       16．医療、福祉 

３．工業、採石業、砂利採取業 10．金融業、保険業       17．複合サービス事業 

４．建設業         11．不動産業、物品賃貸業    18．サービス業   

５．製造業         12．学術研究、専門、技術サービス業   （他に分類されないもの） 

６．電気、ガス、熱供給、水道業 13．宿泊業、飲食サービス業   19．その他（１～18以外） 

７．情報通信業       14．生活関連サービス業、娯楽業 

※「日本標準産業分類（平成25年10月改訂）-大分類」に準じます。 

問２ 従業員数の規模について、次の中から１つ選び○をつけてください。 

１．10人以上30人未満 

２．30人以上50人未満 

３．50人以上100人未満 

４．100人以上200人未満 

５．200人以上300人未満 

６．300人以上 

問３ 従業員に関する項目について、各欄に記入してください。 

従業員数 男性 女性 

正社員 
事業所全体従業員数 
（会社役員含む） 

人 人 

正社員以外 
契約社員、嘱託職員、パー
ト、アルバイト等（派遣社員
は除く） 

人 人 

従業員の平均年齢 歳 歳 

従業員の平均勤続年数 

１．５年未満 

２．５年以上10年未満 

３．10年以上15年未満 

４．15年以上 

５．その他（     ） 

１．５年未満 

２．５年以上10年未満 

３．10年以上15年未満 

４．15年以上 

５．その他（     ） 
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２．女性の活躍推進のための取り組みについて 

問４ 貴事業所の管理職の人数について記入してください。 

登用状況 

 

管理職 

管理職人数（Ａ） 女性管理職の割合 

（Ｂ/Ａ×100）  うち女性人数（Ｂ） 

会社役員 人 人 

％ 課長・部長相当 人 人 

係長（主任）相当 人 人 

※管理職とは、部下の従業員を指揮・監督する立場にある役職をいいます。 

 

問５ 問４で女性管理職が 10％未満の事業所におたずねします。 

   女性管理職が少ない（いない）のは、どのような理由からですか。次の中から該当す

るもの全てに○をつけてください。 

１．女性の能力開発を行っていなかったため 

２．女性従業員がいなかった、または少なかった 

３．女性は勤務年数が短く、管理職候補になるまでに退職してしまうため 

４．管理職の仕事は女性に任せることができないため 

５．女性自身が管理職になることを希望しないため 

６．女性は家庭での役割が大きいと考えるため 

７．その他（具体的に                            ） 

 

問６ 貴事業所では、「ポジティブ・アクション」に取り組んでいますか。次の中から１つ選

び○をつけてください。 

１．取り組んでいる （ ⇒ 問７・問8へ） 

２．今後取り組む予定（ ⇒ 問７へ） 

３．取り組んでいない（ ⇒ 問９へ） 

 

 

※ポジティブ・アクションとは、固定的な性別による役割分担意識や過去の経緯から、男女

の労働者間に生じている格差を解消するための企業が行う自主的かつ積極的な取り組みの

ことです。 

【取組例】①女性の勤続年数の伸長 ②女性の職域拡大 ③女性の採用拡大 

④女性管理職の増加   ⑤職場環境・風土の改善 
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問７ 問６で「１．取り組んでいる」、「２．今後取り組む予定」と回答した方におたずねし

ます。 

ポジティブ・アクション（女性の活躍推進）の取り組み内容または今後の取り組み

予定は、どのようなものですか。次の中から該当するもの全てに○をつけてくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 問６で「１．取り組んでいる」と回答した方におたずねします。 

取り組みの結果として、どのような効果がありましたか。次の中から該当するもの

全てに○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問９ 問６で「３．取り組んでいない」と回答した方におたずねします。 

取り組んでいない理由をお答えください。次の中から該当するもの全てに○をつけ

てください。 

１．既に十分女性が能力発揮し、活躍しているため 

２．人件費や就業環境の整備等に費用がかかるから 

３．男性従業員の認識、理解が不十分である 

４．ポジティブ・アクションの取り組み方法がわからない 

５．女性従業員が少ない、またはいない 

６．特に必要性がない 

７．その他（具体的に                     ） 
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問10 女性活躍推進法が改正されたことをご存知ですか。 

１．知っている ２．知らない 

 
※令和４年４月１日からは、一般事業主行動計画の策定・届け出義務及び女性活躍に関す

る情報公表の義務が常時雇用する労働者数が301人以上の事業主から101人以上の事

業主まで拡大されます。 

 

３．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）について 

問11 従業員の有給休暇取得率はどれくらいですか。次の中から1つ選び○をつけてくだ

さい。 

   （令和２年１月１日から令和２年12月31日までの状況） 

１．50％以上 ２．50％未満 

 

問12 貴事業所の就業規則等には「育児休業制度」の規定がありますか。 

１．ある ２．ない（ ⇒ 問14へ） 

問13 育児休業の取得状況について記入してください。 

   （令和２年１月１日から令和２年12月31日までの状況） 

区分 男性 女性 

① 子を出産した従業員（配偶者の出産を含む）  ⇒ 人 人 

② ①のうち、育児休業を利用した従業員     ⇒ 人 人 

 

問14 「育児」を行う従業員を支援するために、「休業」以外の取り組みを行っています

か。 

次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 
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問15 貴事業所の就業規則等には「介護休暇制度」の規定がありますか。 

１．ある ２．ない 

問16 貴事業所の就業規則等には「介護休業制度」の規定がありますか。 

１．ある ２．ない（ ⇒ 問18へ） 

問17 介護休業の取得状況について記入してください。 

   （令和２年１月１日から令和２年12月31日までの状況） 

 男性 女性 

介 護 休 業 を 取 得 し た 従 業 員 数             

⇒ 
人 人 

問18 「介護」を行う従業員を支援するために、「休業」以外の取り組みを行っています

か。 

次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問19 貴事業所では、「ワーク・ライフ・バランス」という言葉を知っていますか。次の

中から１つ選んで○をつけてください。 

１．言葉も内容も知っている            ３．言葉も内容も知らない 

２．言葉は聞いたことはあるが、内容までは知らない 

※ワーク・ライフ・バランスとは、老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域社会、個人の

自己啓発など、様々な活動に自ら希望するバランスで展開できる状態をいいます。 

問20 貴事業所では、「ワーク・ライフ・バランス」の取り組みが進んでいると思います

か。次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

１．進んでいる 

２．ある程度進んでいる 

３．あまり進んでいない 

４．進んでいない 
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問21 問20で「１．進んでいる」、「２．ある程度進んでいる」と回答した方におたずね

します。 

「ワーク・ライフ・バランス」に取り組んで、どんなメリットがありましたか。次

の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

問22 「取り組んで良かった」と思う内容はどれですか。次の中から該当するもの全てに

○をつけてください。 

 

 

 

 

 

 

 

問23 問20で「３．あまり進んでいない」、「４．進んでいない」と回答した方におたずねし

ます。 

   （あまり）進んでいない理由は何ですか。次の中から該当するもの全てに○をつけ

てください。 

１．育児・介護休暇等を導入した場合の代替要員が確保できない 

２．従業員間に不公平感が生じる 

３．業務管理等が煩雑になり支障をきたす 

４．現状で特に問題は生じていない 

５．人的余裕がない 

６．利益の減少やコストの増大により運営に影響が生じる 

７．その他（具体的に                          ） 
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問24 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進するために、行政に望むこ

とは何ですか。次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

１．ホームページやパンフレット等による情報提供や広報啓発 

２．企業・団体に対する講座・セミナー・シンポジウムなどの開催 

３．先進的取り組み事例の紹介 

４．保育所・学童保育の充実 

５．事業所内託児施設に対する支援 

６．育児や介護に関して利用したサービスに対しての費用助成 

７．求人・求職情報の提供や職業相談の充実 

８．労働時間短縮などの労働条件の改善に関する助言・指導等 

９．公共調達における優遇制度 

10．その他（具体的に                          ） 

 

４．ハラスメントに対する取り組みについて 

問25 貴事業所では、何らかのハラスメントが問題になったことがありますか。次の中か

ら該当するもの全てに○をつけてください。 

１．セクシュアル・ハラスメント（性的な話をする、不必要に体をさわる、酒席でお

酌やデュエットを強要する、「男のくせに」「女だから」等の言い方をする等） 

２．性的少数者（LGBT等）に関するハラスメント（不利な扱いをする、笑いのネタ

にする等） 

３．マタニティ・ハラスメント（妊娠・出産等を理由に他の人と差別する、妊娠中や

産休明け等に心無い言葉を言う等） 

４．パワーハラスメント（皆の前で些細なことを大声で𠮟責する、無視する、就業間

際に過大な仕事を毎回押し付ける等） 

５．その他（                               ） 

 

問26 貴事業所ではハラスメント防止の取り組みを行っていますか。次の中から１つ選ん

で○をつけてください。 

１．防止策や対応等の何らかの取り組みを行っている  ４．必要性を感じていない 

２．現在検討・計画中である             ５．その他（      ） 

３．必要性は感じているが、取り組みは行っていない 
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問27 問26で「１．防止策や対応等の何らかの取り組みを行っている」と回答した方にお

たずねします。 

   貴事業所ではハラスメントを防止するために、どのような取り組みを行っています

か。次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

１．相談・苦情等に対処するための相談窓口（担当）を設けている 

２．就業規則等で禁止を明文化している 

３．事業所内の発行物に記事を掲載する等、意識啓発を行っている 

４．問題が生じた場合の対応を明文化している 

５．防止のための研修、講習等を実施している 

６．事業所内で実態把握のための調査を行っている 

７．その他（具体的に                         ） 

 

問28 問26で「３．必要性は感じているが、取り組みは行っていない」または「４．必要

性を感じていない」と回答した方におたずねします。 

   その理由はなぜですか。 

 

 

 

 

問29 貴事業所において、ハラスメントが起こった場合、対応として特に難しいと感じる

のはどのようなことですか。次の中から該当するもの全てに○をつけてください。 

１．プライバシーの保持が難しい 

２．どこまでがハラスメントに該当するか、判断が難しい 

３．ハラスメントの行為者や他の従業員にこの問題を理解させるのが難しい 

４．相談を受ける時に、どのような点に留意するべきかわからない 

５．被害者とハラスメントの行為者の言い分が食い違う等、事実確認が難しい 

６．相談を受けた後、どのように対応したらよいかわからない 

７．日常の業務が忙しいため、対応する余裕がない 

８．その他（具体的に                          ） 

９．特にない 
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問30 性的少数者（LGBT等）に対しては配慮した職場環境を整えることも要請されていま

すが、貴事業所では、どのような取り組みを行っていますか。 

１．性的少数者（LGBT等）について正しい理解のための研修を行っている 

２．性的指向・性自認に基づくハラスメント等の禁止を社内規定に明記している 

３．福利厚生の適用範囲拡大等の人事制度を改定している 

４．相談窓口を設置している 

５．多目的トイレの設置等の環境整備を行っている 

６．その他（具体的に                           ） 

７．特に行っていない 

 

 最後に貴事業所における女性の働き方やワーク・ライフ・バランスの推進にあたっ

て、ご意見・ご要望等ありましたら、ご記入ください。 

 

 

 

 

 

 

調査項目は以上です。 

お忙しいなか調査にご協力いただき、ありがとうございました。 

 
 


